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１ 評価検証の目的 

 旭川市まちづくり基本条例（平成２６年旭川市条例第３号。以下「まちづくり基本条例」とい

う。）は，まちづくりに関する基本的な事項を定めることにより，市民主体のまちづくりを更に

進めるとともに，魅力と活力に満ちたまちを実現することを目的として制定した条例であり，平

成２６年４月１日から施行されている。 

 まちづくり基本条例第２１条において，市は，「この条例を踏まえたまちづくりの推進状況」

について評価検証し，その結果を公表するとしており，また，附則第２項において，市は，社会

情勢の変化等を踏まえ，施行後，５年以内に点検を行うこととされている。 

 本件評価検証は，まちづくり基本条例第２１条の規定に基づき，実施するものであり，この結

果を附則第２項の点検に反映させることを目的とする。 

 

２ 評価検証の方法 

 「まちづくりの推進状況」に関連する「第４章 市民主体のまちづくり」，「第５章 地域主

体のまちづくり」，「第６章 健全な市政運営によるまちづくり」及び「第７章 広域連携によ

るまちづくり」の各条文において，条例施行後の取組や今後の方向性，考え方について検証し，

各条文の運用の状況について整理した。 

 

 

【まちづくり基本条例の構成】 

 

 

 

 

 

  

前 文

第１章 総則

第２章 基本理念及び基本原則

第３章 まちづくりの担い手

第４章
市民主体の
まちづくり

第５章
地域主体の
まちづくり

第６章
健全な市政運営
によるまちづくり

第７章 広域連携によるまちづくり

第８章 その他
（評価検証）
第２１条 市は，この条例を踏まえたまちづくりの推進
状況について検証し，その結果を公表するものとする。

第９条～第２０条
まちづくりの推進に関する条文
今回の評価検証の対象

第５条（市民等の役割），第６条（議会の責務）
第７条 （市長等の責務），第８条（職員の責務）

第３条（基本理念），第４条（基本原則）

第１条（目的），第２条（定義）
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３ 条例の運用の状況について 

(1) 第４章 市民主体のまちづくり 

第１節 市民活動，市民参加及び協働 

第９条 市民活動 

（市民活動） 

第９条 市民等は，自主的に社会のために行う非営利の活動（以下「市民活動」という。）に

取り組むことができる。 

２ 市は，市民活動の促進に当たり，市民等の相談機会の確保，人材育成等に努めなければな

らない。 

 

 

【条文の趣旨】 

  市民活動とは，NPO法人やボランティア団体などによる活動や，町内会等の地域における活

動など，幅広い範囲の活動を指している。 

  こうした市民活動には，市民等の誰もが取り組むことができるものであり，市民活動が盛ん

になることはまちの活性化につながるため，市は，市民等がより生き生きと活動しやすいよう，

市民活動に関する相談及び人材育成といった機会の創出に努めなければならないことを規定し

ている。 

 

【主な市民等の状況（第１項関係）】（※町内会，市民委員会，地域まちづくり協議会の状況等

については第14条「地域主体のまちづくり」で記載） 

 

 ア 市民活動等に関する市民の関心・意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※市民アンケートの対象者数，回収率等については，7･8 ページを参照  
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地域で主体的に活動している市民の割合 
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イ ＮＰＯ法人の状況 

 

  ・ 市内ＮＰＯ法人数の推移 

年(4/1現在) H26 H27 H28 H29 H30 

法人数 92 92 97 102 106 

 

  ・ 市内ＮＰＯ法人の主な活動内容 

特定非営利活動促進法第２条別表に基づく活動内容（H30年4月1日時点） 

 

別表（第二条関係）  法人数 

①保健，医療又は福祉の増進を図る活動 77 

②社会教育の推進を図る活動 33 

③まちづくりの推進を図る活動 41 

④観光の振興を図る活動 6 

⑤農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 2 

⑥学術，文化，芸術又はスポーツの振興を図る活動 26 

⑦環境の保全を図る活動 22 

⑧災害救援活動 4 

⑨地域安全活動 11 

⑩人権の擁護又は平和の推進を図る活動 12 

⑪国際協力の活動 4 

⑫男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 4 

⑬子どもの健全育成を図る活動 34 

⑭情報化社会の発展を図る活動 7 

⑮科学技術の振興を図る活動 1 

⑯経済活動の活性化を図る活動 14 

⑰職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 28 

⑱消費者の保護を図る活動 2 

⑲前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡，助言又は援助の

活動 
35 

⑳前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める

活動 
3 

※１法人で複数の活動目的を持つ場合があるので法人数とは一致しない。 

※２旭川市内にのみ事務所を持つ法人の活動内容を記載している。 
 

 

ウ 市民活動団体の状況 

  ・ 旭川市市民活動交流センターに登録する市民活動団体数の推移     

年度 H26 H27 H28 H29 

団体数 170 281 352 399 

 

【市の主な取組（第２項関係）】（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

 ア 市民活動を担う団体の活動を促進 

○「旭川市市民活動基本方

針」の策定（Ｈ１８年度） 

 

 市民が自主的，自発的に参加する活動を積極的に生かしながら，

市民と行政とが一体となって市民主体のまちづくりを推進するた

め，「旭川市市民活動基本方針」を策定した。 
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○ＮＰＯ法人の認証事務 

（Ｈ２３年度～） 

 

 市民活動交流センターとも連携しながら，ＮＰＯ法人の設立を

支援し認証する事務を実施しており，ＮＰＯ法人の増加に寄与し

ている。 

 

 

イ 市民活動セミナーの実施などによる市民活動に関する理解の促進，人材の育成 

●市民活動団体向けワー

クショップの実施 

（Ｈ２６～２７年度） 

●市民活動セミナーの実

施（Ｈ２８～２９年度） 

 市民活動を実践している市民等を講師に招へいし，実情や経験

に基づく情報を市民等へ発信する市民活動セミナー等を実施し，

市民活動に関する理解促進，人材育成に寄与した。 

 

 

 

ウ 市民活動の交流拠点となる「旭川市市民活動交流センター（ＣｏＣｏＤｅ）」における活

動支援 

○市民活動に関する情報

の収集及び提供 

○相談，コーディネート支

援 

○市民活動に関する学習

機会の提供 

（Ｈ２２年度～） 

 

 市民活動の総合的な支援などを行うため，Ｈ２２年度に開設し

た「旭川市市民活動交流センター」において，センター通信や

ホームページを活用した情報発信，市民活動団体の事業・組織運

営等に関する相談対応を行っている。 

 また，市民活動に関連する多様な講座・セミナー等を通じて人

材育成を図るなど，指定管理者の豊富なノウハウやネットワーク

を活用した事業を展開している。 

 

【条文の視点での成果と課題】 

◆ まちづくりや市民活動に対する市民意識 

市民アンケート調査結果から，本市に愛着を持つ市民の割合がおおむね80パーセント前後

で推移しているが，まちづくりに関心がある市民の割合は70パーセントを下回り，地域で主

体的に活動している市民の割合は10パーセント台で，いずれも低下傾向となっている。本市

に愛着を持つ市民が市民活動・地域活動に参画するきっかけをいかに創出するかが課題であ

る。 

 

◆ 市民活動の促進 

市民活動の担い手の一つであるＮＰＯ法人数は，福祉関係を中心にまちづくり基本条例の

施行後も着実に増加している。数的な増加だけではなくＮＰＯ同士やＮＰＯと他の市民活動

団体，地域活動団体との連携促進により公的活動の充実につながるよう交流機会の創出等を

図ることが課題である。 

 

 ◆ 市民活動に関する市民等の相談機会の確保，人材育成等 

旭川市市民活動交流センターへの登録団体数は，まちづくり基本条例の施行後も着実に増

加しており，活動内容も福祉やボランティア，子育て，学習や趣味のサークルなど多種多様

である。同センターで登録団体の活動にかかる相談や活動の紹介を行っているが，約400団

体の活動団体の充実発展に向けては団体同士の横の連携や団体自ら情報発信しやすい環境の

充実も必要である。 

また，市民活動を担う人材の育成については，これまで実施してきたセミナー等の実施は
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もとより，市民等の市民活動への参加意識の向上を図り，市民活動に関する担い手不足の解

消にもつなげていく必要がある。 

  

【今後の方向性・考え方】 

 ◆ 高齢化の進行などで地域コミュニティの機能が弱まってきている中（地域コミュニティの

状況等については，第14条【主な市民等の状況（第1～3項関係）】（23～26ページ）を参

照），地域において安心な暮らしの確保に向けては，地域住民やＮＰＯなどが連携して，主

体的あるいは行政との協働による取組を進めていくことが重要であり，ＮＰＯ法人や町内会

など市民活動に関する更なる情報の発信や市民等への周知と理解の浸透，参加意識の向上を

図る。 

 ◆ 市民活動の促進に向けては，「旭川市市民活動交流センター」を中心に市民活動団体や市

などが連携しながら，相談機会の確保や，セミナー等の開催及び市民活動に関する情報の発

信を通じた人材育成などに取り組む。 
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第１０条 市民参加 

（市民参加） 

第１０条 市民等は，旭川市市民参加推進条例（平成１４年旭川市条例第３６号）で定めると

ころにより，市政運営に関し意見を述べ，又は提案することにより市民参加をすることがで

きる。 

２ 市は，市民等の意思を市政に反映させるため，市民参加の推進に努めなければならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

旭川市市民参加推進条例は，市政に市民意思を反映させることを目的として制定された条例

である。 

旭川市市民参加推進条例の制定後も，社会経済情勢や地域コミュニティの状況は変化してお

り，こうした状況に対応するために，市民等の意見を取り入れながら，市民主体のまちづくり

を更に推進していくことが重要である。 

こうした認識に立ち，まちづくり基本条例では市民参加に関する根幹について規定し，市民

参加の基本的な事項については，旭川市市民参加推進条例において定めることを規定している。 

 

【主な市民等の状況（第１項関係）】 

 ア 旭川市市民参加推進条例に基づく市民参加の状況 

  ・ 意見提出手続（パブリックコメント）の提出状況（H26年度以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・ 市の附属機関における公募委員総数及び公募委員の割合（H26年度以降）     

年度 H26 H27 H28 H29 H30 

公募委員総数 72人 67人 82人 91人 80人 

公募委員割合 19.1％ 18.6％ 19.0％ 20.8％ 18.3％ 

 

【市の主な取組（第２項関係）】（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

 ア 市民参加の推進 

○市長への手紙 

（Ｓ５６年度～） 

 市政やまちづくりに対する意見やアイデアを広く聞き，市政に

反映させるため，応募用紙やインターネットなどにより，意見を

年度 H26 H27

全体合計 実施件数：23件，意見提出数：284件 実施件数：31件，意見提出数：273件

年度 H28 H29

全体合計 実施件数：20件，意見提出数：386件 実施件数：15件，意見提出数：179件

主な意見募

集案件と提

出数

就学助成制度見直し素案(166件)

第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画案(28件)

地域自治推進ビジョン案　(13件)

子ども・子育て支援新制度における保育の認定等に関する基本的な

考え方案（12件）

子育てに関する経済的支援の基本的な考え方（案）（91件）

学校給食提供システムの在り方に関する基本構想（素案）（33

件）

新庁舎建設基本構想（22件）

常磐公園植栽計画案（17件）

第８次旭川市総合計画骨子（案）（14件）

文化芸術振興基本計画（素案）（11件）

主な意見募

集案件と提

出数

新庁舎建設基本計画（案）（238件）

行財政改革推進プログラム2016（案）（78件）

あさひかわ北彩都ガーデンの有料化案（15件）

「受益と負担の適正化」へ向けた取組指針（改訂版）（素案）

（69件）

小中連携・一貫教育推進プラン（素案）（35件）

立地適正化計画（案）（20件）

中心市街地活性化基本計画素案（14件）
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寄せてもらっている。 

 寄せられた意見については，文書，電子メール，電話，面談に

より回答を行っているが，回答不要の意向があるものや匿名のも

のは，関係部局への参考回付を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｈ２９年度「市長への手紙」年代別受付通数】 

 

○市民アンケート調査の

実施 

  （Ｈ３年度～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市政や市民生活に対する市民の意識，関心などをアンケート調

査により把握し，意識の変化や傾向などを分析することにより，

市政に反映させる資料として活用している。 

 

【調査の対象・回収率の推移等】 

・調査対象区域：旭川市全域 

・調査対象者：旭川市民のうち１８歳以上の男女３，０００人 

・実施年度と回収率 

年度 H18 H21 H24 H27 H29 

回収率 44.7% 56.7% 49.6% 55.9% 53.6% 

 

20歳未満, 

1.3% 

20歳代, 2.2% 
30歳代, 5.5% 

40歳代, 8.8% 

50歳代, 8.6% 

60歳代, 

13.7% 

70歳代, 

11.9% 

80歳以上, 

7.5% 

不明, 40.4% 

【Ｈ29年度「市長への手紙」における意見件数及び主な意見】

分野 件数 主な意見項目

公共施設 132 公園の整備，図書館，庁舎の整備について　等

交通・道路 96 道路（整備，買物公園の自転車対策など），交通路線（バス，ＪＲなど）について　等

福祉 81  生活保護制度（適正な運用など），高齢者福祉（介護など）について　等

経済・産業 49 中心市街地の活性化，企業誘致について　等

職員 46 職員の対応，職員の待遇について　等

市政運営 46 人口減少対策，市政情報の発信について　等

その他 410
子育て，除排雪，ごみ・リサイクル，文化・スポーツ，自然・環境保全，戸籍・保険・税，教育，市民活動，

防犯・防災・消防，上下水道，議会，市民参加など

合計 860 受付数は453通，複数の意見が記載されていることがあるので意見件数は860件
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・年代別回収率（H29年調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査結果の活用】 

 市民アンケート調査結果を活用し，次のとおり，第８次旭川市

総合計画の指標として設定している。 

（成果指標16項目，評価指標18項目） 

 

市民アンケート調査結果を活用し，第 8 次総合計画の成
果指標としている項目（１６項目） 

H29 
成果指標
実績値 

子どもが健やかに成長していると感じる市民の割合 58.1% 

ふだんから健康のために何か取り組んでいる市民の割合 47.5% 

互いに助け合いながら暮らしていると感じている市民の割合 40.8% 

子どもたちへの教育環境が充実していると感じる市民の割合 32.9% 

趣味・教養の講座や，今日的な課題などについて学ぶ機会
が充実していると感じる市民の割合 

27.1% 

文化芸術活動が盛んなまちであると感じる市民の割合 29.9% 

スポーツ実施率 27.5% 

旭川市は活気と賑わいのあるまちだと思う市民の割合 19.0% 

快適に生活できる環境にあると感じている市民の割合 38.8% 

緑などの自然環境が良いと感じている市民の割合 58.4% 

災害や犯罪などに対して不安を感じている市民の割合 58.6% 

本市に愛着や親しみを感じている市民の割合 78.9% 

まちづくりに関心がある市民の割合 68.6% 

地域で主体的に活動している市民の割合 12.1% 

ワーク・ライフ・バランスを実現できていると思う市民の割合 16.0% 

市役所に対して良い印象を持っている市民の割合 38.6% 
 

○「旭川市市民参加推進条

例」の制定 

  （Ｈ１５年度～） 

 市民参加に関し基本的な事項を定めることにより，市民参加の

一層の推進を図ることを目的に，「旭川市市民参加推進条例」を

制定した。 

35.4% 

29.4% 

41.5% 

44.7% 

60.0% 

69.6% 

59.5% 

53.6% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

20歳未満 
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60歳代 

70歳以上 

全体 

平成29年度市民アンケート調査年代別回収率 
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 同条例に基づき，意見提出手続（パブリックコメント），附属

機関等の委員の公募などをはじめとする各種市民参加手続を実施

している。 

 

●「旭川市市民参加推進会

議」において附属機関の

公募委員の選任方法に

ついて審議   

（Ｈ２７年度） 

 それぞれの附属機関の設置目的を考慮した上で，市民参加の手

法としての公募委員制度が適正かつ効果的に運営されるよう，「旭

川市市民参加推進会議」において，附属機関の公募委員の選任方

法について審議した。 

●「附属機関等の設置，運

営等に関する指針」の策

定（Ｈ２８年度） 

 

 附属機関等の適正な設置，運営等を図るため，附属機関，懇談

会等，専門委員について定義し，それぞれ設置や開催の目的，運

営等について必要な事項を定める指針を策定した。 

 

 

イ 「まちづくり対話集会」の開催 

○「まちづくり対話集会」

の開催 

  （Ｈ１８年度～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市長が地域や団体の活動の場などにおいて，市民と直接，対話

を行う「まちづくり対話集会」を継続して実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｈ２６年度以後の開催状況】

年度 Ｈ26 Ｈ27

テーマ 旭川市の総合計画

①庁舎整備

②手話に関する条例

③旭川市の人口減少・少子高齢化問題と将来の在り方

④共同利用できる合葬式施設の整備

対象 地域 団体

実施回数 10回 5回（①は２回開催）

参加者数 234人 118人

意見数 84件 14件

主な意見

空き家対策の推進，広報文書等の工夫，ふるさと納

税の推進，高等教育機関の設置，結婚への支援の

充実

①新庁舎の建設場所，機能等，②手話条例の制

定，手話の普及や学ぶ機会の充実，③高等教育

機関の設置，④合葬式施設の場所，形態等

年度 Ｈ28 Ｈ29

テーマ

①庁舎整備

②子どもの成長を支える環境づくり

③商店街の活性化

④結婚に関する情報提供の支援

これからのまちづくり

対象 団体 地域

実施回数 6回（①,②は２回開催） 11回

参加者数 92人 434人

意見数 18件 201件

主な意見

①現庁舎の保存，新庁舎の機能等，②季節保育

所の通年化，産前から産後までのケアの実施，③空

き家を利用して出店する場合の補助等，④結婚に関

する支援の充実

子ども食堂への支援，子ども医療費の助成拡大，滞

在型・通年型観光の促進
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【意見等の主な反映状況（Ｈ２６年度以後）】 

・中央図書館の開館日，開館時間の拡充 

・緑が丘地域複合コミュニティ施設（仮称）の整備 

・合葬式施設の整備 

・道の駅旭川のリニューアルオープン 

・末広地域活動センターの整備 

・地域会館建設補助の拡大（融雪層，物置の設置） 

・「旭川市空家等対策計画」に基づく空き家等に関する対策推進 

・市ホームページリニューアルなど分かりやすい情報提供の推進 

・返礼品の工夫など，ふるさと納税の推進 

・融雪槽の設置等への補助 

・「旭川市手話言語に関する基本条例」を制定し，手話に関する

体制の整備，普及啓発 

・本市に相応しい高等教育機関の設置に向けた検討 

・「あさひかわ縁結びネットワーク」などによる結婚支援 

・へき地保育所，季節保育所の通年化 

・産後ケア事業の実施 

・子ども食堂を実施している団体等への補助 

・子ども医療費の助成拡充 

 

 

ウ 市政モニター制度による市民意見の把握 

●インターネットを利用

した市政モニター制度

を実施（Ｈ２６年度～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市政や市民生活に関わりの深い課題等について，中学生以上の

幅広い年代からの意見等を把握し市政運営に生かすため，イン

ターネットを利用したアンケート調査を実施している。 

 

【モニター数の推移】 

各年度末 H26 H27 H28 H29 H30※ 

モニター数 44 92 90 112 131 

 ※H30年度は12月19日現在の数 

 

【Ｈ26年度以後の実施状況】 

・Ｈ26年度：食育に関する調査，広報広聴事業に関する調査，

自転車の利用に関する調査 

・Ｈ28年度：食育及び日常の食生活に関する調査，旭川市ホー

ムページに関する調査，旭川まちなかアンケート 

・Ｈ29年度：鉄道利用や鉄道事業見直しに対する意識調査，市

の広報に関する調査，旭川市住宅リフォーム関連

補助事業についての調査 

・Ｈ30年度：地域福祉に関する市民意識調査，旭川市議会に関

するアンケート調査 
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【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 市民参加の推進 

意見提出手続（パブリックコメント）の実施については，H26年度以後，15～31件で推移

しており，旭川市市民参加推進条例の規定に基づき，適正に実施されている。また，附属機

関については，公募委員の割合が20パーセント前後で推移しており，おおむね目標としてい

る割合を確保している。 

総合計画の成果指標などに活用している市民アンケート調査については，まちづくり基本

条例の施行前には，回答率が50パーセントを下回ることもあったが，まちづくり基本条例の

施行後のH27年度及びH29年度の調査においては50パーセントを超えており，安定して推移

しているが，20歳代の回答率が30パーセントを下回るなど若年層の意識把握が課題である。 

まちづくり対話集会についても，まちづくり基本条例の施行後，H26年度からH29年度ま

でに32回開催しており，H18年度の開始からの開催回数は100回を超えている。特に地域を

対象に市内11箇所で開催したH29年度には，参加者が400人以上となるなど，市民参加の手

法として市民等にも定着し，意見の反映にも努めている。 

さらに，まちづくり基本条例の施行後には，インターネットを利用した市政モニター制度

を新たに実施し，モニター数はまだ十分ではないが着実に増加しており，市政やまちづくり

に対する市民の意見や意識を把握する取組を推進している。 

これらの取組により得られた意見や意見の反映の状況については，本市のホームページな

どで公表しており，今後についても，附属機関における公募委員の確保や，若年層を中心に

幅広い年代からの意見を得られるような手法を適宜，研究，検討するなど，更なる市民参加

の推進を図り，市民ニーズを的確に把握し，得られた意見を市政に生かしていく必要がある。 

 

【今後の方向性・考え方】 

◆ 市民等と市が協働で地域の課題解決に取り組むためには，市の施策等に関し市民等と市が

相互に情報を共有し，提案し，行動していくことが重要であり，引き続き，各種市民参加の

推進及び市民意思の市政への反映に努める。 

◆ 各種ソーシャルメディアの活用により，若年層が参加しやすい手法等の充実を図るなど，

幅広い年代からの市民参加を推進していく必要がある。 

◆ 幅広い年代からの市民参加については，ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

の啓発等を通じて，働く世代にも参加がしやすい環境づくりを推進していく必要がある。 

◆ 市民参加制度の活用について，職員研修を継続して実施するとともに，広く庁内外に理解

を深められるような情報の発信に努める。 

◆ 市民等に対する分かりやすい情報提供や，市民意見等の適切な把握を行うため，職員の広

報広聴に対する意識や技術の向上に関する職員研修等の充実を図る。 
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第１１条 協働 

（協働） 

第１１条 市民等及び市は，それぞれの果たすべき責任及び役割を自覚し，相互に補完し，協

力し合う協働の推進に努めるものとする。 

２ 市は，協働の推進に当たり，市民等の相談機会の確保，人材育成等に努めなければならな

い。 

 

 

【条文の趣旨】 

  協働とは，市民等と市が協力し合うことであり，旭川市市民参加推進条例に定義されている。 

協働の推進に当たっては，市民等と市が共に目的等を共有しながら，お互いの自主性や自立

性を尊重するとともに，信頼関係を構築し，力を合わせていくことが重要である。 

また，市は協働の推進のため，相談機会の確保や人材育成に努めなければならないことを規

定している。 

 

【市民等と市の主な取組（第１項及び第２項関係）】 

（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

 ア 市民等との協働のまちづくりの推進 

○市民の企画提案による

協働のまちづくり事業

における事業の実施 

（Ｈ２２年度～） 

 

 市内で市民活動を行う団体を対象に，市との協働事業の企画提

案を募集し，公開プレゼンテーションなどでの審査選考により採

択された提案（事業）を，団体と市が協働により実施している。 

 

【提案事業数と採択事業の推移】 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 

提案事業数 10 13 10 17 6 

採択事業数 8 7 7 7 4 

 

【主な内容（H30年度採択事業）】 

◇培う未来のコア・コンピテンス 

 ・提案団体：常磐サロン実行委員会 

 ・事業概要：高校生や大学生等を対象に，ワークショップなど

を通じて多様なスキルを体得する機会の提供 

◇障がい者スポーツを通じて考える「誰にもやさしいまちづくり」 

・提案団体：スポーツ交流で誰にもやさしい旭川を考える会 

・事業概要：障がい者スポーツに関する各種イベントの実施を

通じて障がい者の社会参加，交流機会の創出 

◇動物の命を繋ぐ街づくり 

 ・提案団体：繋ぐのは命プロジェクト 

 ・事業概要：宿泊学習会などを通じて，自然とふれ合い，環境

や動物の命に対する関わり方を考える機会の創出 

◇地域とつくる放課後の児童の居場所事業 

・提案団体：（一社）旭川東豊スポーツクラブ 

・事業概要：子どもたちと地域住民の交流，子ども向けの多様

な活動プログラムの提供など 
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【採択事業と提案団体（H26年度～H29年度）】

年度 採択事業 提案団体

学生合同Summer Camp
旭川ウェルビーイングコンソーシアム

学生自主組織はしっくす

小学生のための森林環境教育「森育」プロジェクト 特定非営利活動法人もりねっと北海道

生ごみ・落葉の堆肥化及び遊休耕作地活用事業 神楽岡エコクラブ

特定外来生物ウチダザリガニの被害調査及び防除活動事業 旭川ウチダザリガニ防除隊

“雪の降る街を”旭川冬の写真コンクール まちづくり市民の会

大人女子学園祭 GC旭川

子どもの生きる力を育む子どもカレッジ手帳 旭川地域生涯学習インストラクターの会

身近の自然から森を知る 癒しの森づくり

身近の自然から森を知る 癒しの森づくり

まちづくり　人づくり　食べ物づくり どろんこ楽農学校

第1回北海道ヒーローサミット 特定非営利活動法人ゼログラビティー

生ごみ・落葉の堆肥化及び遊休耕作地活用事業 神楽岡エコクラブ

地域をはぐくむ森林環境教育「森育プロジェクト」 特定非営利活動法人もりねっと北海道

障がいのある人とない人とのレクリエーションスポーツ事業 レクスポあさひかわ

中途難失聴者向け中級手話講座 旭川中途難失聴者協会

まちづくり　人づくり　食べ物づくり どろんこ楽農学校

障がいのある人とない人とのレクリエーションスポーツ事業 レクスポあさひかわ

第2回北海道ヒーローサミット 北海道ヒーローサミット実行委員会

地域を育む森林環境教育「森育プロジェクト」 特定非営利活動法人もりねっと北海道

身近の自然から森を知る 癒しの森づくり

世代間交流推進事業 永山第二地区社会福祉協議会

ごみ減量化エコMAP事業 ぴったんこあさひかわ

常磐的アクティブラーニングのすすめ 常磐サロン実行委員会

旭川市・道北地域における子どもの居場所づくりの啓発事業

-「広がれ，子ども食堂の輪！全国ツアーin旭川・道北」の実施-
旭川おとな食堂

銀座まちなかにつながる障がいのある人とない人とのレク事業 レクスポあさひかわ

障がい者スポーツを通じて考える「誰にもやさしいまちづくり」 スポーツ交流で誰にもやさしい旭川を考える会

第3回北海道ヒーローサミット 北海道ヒーローサミット実行委員会

動物の命を繋ぐ街づくり 繋ぐのは命プロジェクト

児童の健全育成を目的とした放課後及び長期休み中の児童の居

場所づくり事業
一般社団法人旭川東豊スポーツクラブ

H26

H27

H28

H29
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 イ 企業等との協働のまちづくりの推進 

○民間企業等との包括連

携協定の締結 

①北海道コカ・コーラボトリング株式会社（Ｈ20年度～） 

②サッポロホールディングス株式会社及びサッポロビール株式会

社（Ｈ23年度～） 

③株式会社ローソン（Ｈ25年度～） 

④イオン株式会社（Ｈ26年度～） 

⑤旭川信用金庫（Ｈ27年度～） 

⑥株式会社北洋銀行（Ｈ27年度～） 

⑦株式会社イトーヨーカ堂（Ｈ29年度～） 

⑧旭川市内郵便局（Ｈ29年度～） 

⑨あいおいニッセイ同和損害保険株式会社（Ｈ30年度～） 

 

【包括連携協定に基づく主な取組事例】 

④イオン株式会社：イオンモール旭川駅前の大型ビジョンで市の

情報ＰＲ，イオンのご当地ＩＣカードによる売上げの一部を本

市に寄附など（H26年度～） 

⑦株式会社イトーヨーカ堂：旭川店内に旭川市情報コーナーを設

置（H30年度～） 

○民間企業等との個別協

定の締結 

 

 災害時の協力や地域の見守りなどについて，198の個別協定

（H30.2月現在）を企業や各種団体，教育機関，他自治体などと

締結している。 

 

【主な個別協定の例】 

◇災害時の応援，応急対策，応急生活物資の供給等に関する協定：

建築，電気，水道，交通等事業者，事業者団体，市内スーパー，

各種店舗など 

◇高齢者等の地域見守り活動に関する協定：新聞販売所，浴場組

合など 

◇環境保全に関する協定（公害防止，森林保全など）：各種事業

者など 

 

 

【条文の視点での成果と課題】 

◆ 協働の推進 

市民の企画提案による協働のまちづくり事業では，文化，スポーツ，地域など，様々な分

野で市民活動団体から企画提案を受けて，市の担当部局と相互に役割を補完し，協力し合っ

て事業を展開している。H26年度以降では年度によって増減があるがH30年度までの5か年度

平均で約11事業の提案があり約6事業が採択されている。毎年度，市民活動団体等から新規

に提案が出されており，協働の取組が広がりを見せているが，当該事業終了後も継続して市

民活動団体等と市の担当部局が協働する関係を維持・発展させていくことが必要である。 

また，民間企業等の連携協定も着実に増加し，それぞれの企業の特色に応じて，本市のＰ

Ｒや災害時の協力，地域の見守り活動などで協定を締結しているが，協定の締結を担当した

市の部局以外でも協定を活用して幅広く企業等と連携したまちづくりの推進を図ることが必

要である。 
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◆ 市による協働の推進（相談機会の確保，人材育成等） 

市民の企画提案による協働のまちづくり事業の提案に当たり，各分野の人材が市の担当者

と相談して事業を組み立てている。またこの事業の実施をきっかけとして，協働を担う人材

の発掘と育成にもつながっているが，更なる協働の担い手の確保に向けて，経験豊富な人材

と新たに活動を始めたい人材のマッチングなどを検討する必要がある。 

 

【今後の方向性・考え方】 

 ◆ 市民等と市との協働の機会の創出及び理解の促進に向け，市民の企画提案による協働のま

ちづくり事業などの取組を推進するとともに，この事業などをきっかけとして市民等の自主

性や自立性を尊重し，行政への理解を深められるよう努める。 

◆ 協働の推進に係る各取組について，調査審議するための附属機関である「市民協働推進会

議」の運用により，経験実績や専門的知見を取り入れながら市民ニーズに合った取組の実施

に努める。 
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第２節 情報公開及び情報提供並びに個人情報保護 

第１２条 情報公開及び情報提供 

（情報公開及び情報提供） 

第１２条 市民等は，まちづくりに参加するに当たり，旭川市情報公開条例（平成１７年旭川

市条例第７号）で定めるところにより，市が保有する公文書の公開を請求し，又は必要な情

報の提供を受けることができる。 

２ 市は，公平，公正で透明な市政を推進するため，市が保有する公文書の公開を推進しなけ

ればならない。 

３ 市は，市民等が必要とする情報を分かりやすく提供するよう努めなければならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

情報公開とは，請求者からの求めに応じて市が保有している公文書を公開するとともに，積

極的な情報の提供を進めるための制度であり，本市では，旭川市情報公開条例に基づき，情報

の公開を行っている。 

まちづくりを行う上では，市民等が必要とする時に必要な情報を得られることが重要である

ことから，まちづくり基本条例においては，情報公開に関する市の基本的な姿勢を示している。 

また，市民等がまちづくりに参加しやすい環境を整えるためには，情報を整理した上で市民

に積極的に情報提供することが重要であることから，市は市民等の理解を得るために，分かり

やすく情報を提供するよう努めなければならないことを規定している。 

 

【主な市民等の状況（第１項関係）】 

 ア 旭川市情報公開条例に基づく情報公開請求の状況 

年度 H26 H27 H28 H29 

件数 202 352 177 145 

 

【市の主な取組（第２項，第3項関係）】（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

ア 旭川市情報公開条例に基づく公文書の公開及び市政に関する情報の公開の推進 

○「旭川市情報公開条例」

の制定（Ｈ３年度） 

○「旭川市情報公開条例」

の全部改正 

（Ｈ１７年度） 

 地方自治の本旨に即し，公文書の公開を請求する市民の権利を

明らかにするとともに，情報公開の総合的な推進に関し必要な事

項を定め，公平，公正で透明な市政の推進に資することを目的に，

「旭川市情報公開条例」を制定した。 

 

●情報提供の推進に関す

るチラシの作成 

（Ｈ２９年度） 

 

市民等が市政に関する情報を迅速かつ容易に得られるようにす

るため，公文書公開請求以外の方法でも，必要とする情報の提供

を受けられる場合があることを周知するチラシを作成し，市政情

報コーナーに設置するとともに，本市ホームページに掲載した。 

 

●公文書公開に関する職

員個人印の印影の取扱

い変更  

（Ｈ２９年度） 

 近年の裁判例や他都市の実例等を踏まえ，本市職員をはじめと

する公務員の印影に関する取扱いを変更し，当該印影についても

公開の対象とした。 
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イ 市政に関する情報など各種情報の提供 

○広報誌「こうほう旭川市

民」の発行 

  （Ｓ２６年度～） 

 市政情報や日常生活に関わりの深い情報を掲載した広報誌を毎

月発行し，市内の全世帯に配布している。 

○旭川市ホームページの

開設 

  （Ｈ１１年度～） 

●旭川市ホームページの

リニューアルの実施 

（Ｈ２７年度） 

 

 

  本市の魅力を広く国内外に発信するとともに，市政に関する情

報を迅速に提供するため，ホームページを活用した情報発信を行

っている。 

 Ｈ２７年度には，ページごとに異なっていたデザインの統一，

スマートフォンへの対応など，「誰にでもわかりやすく，利用し

やすいホームページ」を目指し，本市ホームページの全面リニュ

ーアルを実施した。 

 

○テレビ・ラジオ放送によ

る話題や情報の提供 

 

 テレビ・ラジオ放送を通じ，本市に関する様々な話題や情報の

提供を行っている。 

①ＨＢＣテレビ「マイタウンあさひかわ」 

②ＳＴＶテレビ「旭川市民ニュース」 

③旭川ケーブルテレビ（ポテト）「わくわくライフ旭川」 

④ＦＭりべーる「旭川市からのお知らせ」 

⑤ＵＨＢテレビ「北海道市町村地デジ広報」地上デジタルデータ

放送 

 

○「旭川市広報戦略プラ

ン」の策定（Ｈ２２年度） 

○「旭川市広報広聴戦略プ

ラン」の策定 

（Ｈ２５年度） 

 

 市政を取り巻く環境の変化に対応し，的確な広報活動を展開す

るための指針として，Ｈ22年に「旭川市広報戦略プラン」を策定

した。 

 また，Ｈ25年には，同プランの考え方を継承するとともに，「広

報」と「広聴」をより効果的に展開していくため，「旭川市広報

広聴戦略プラン」を策定した。 

 

●ソーシャルメディアを

活用した情報の発信 

（Ｈ２６年度～） 

 本市の魅力を高めることにつながる情報の発信や，危機発生時

などにおける情報発信を行うため，フェイスブック，ツイッター

等を運用している。 

 

【主なソーシャルメディアのアカウント】 

①フェイスブック 

 旭川市役所（広報広聴課），カムイ新聞（神居支所），旭川も

のづくり総合支援センター（産業振興課），あさっぴー（観光課），

旭川冬まつり（観光課），あさひかわ観光誘致宣伝協議会（観光

課），旭川市企業立地課〈東京サテライトオフィス〉（企業立地

課），旭川市旭山動物園（旭山動物園），旭川市防災（防災課），

バーサーロペットジャパン（スポーツ課），旭川市科学館 サイ

パル（科学館），旭川市中央図書館（中央図書館），旭川市ス

ポーツ課（スポーツ課），あさひかわ北彩都ガーデン（地域振興

課），はたらくあさひかわ（経済総務課），旭川市水道局（水道

局上下水道部総務課），あさひかわ応援寄附金〈ふるさと納税〉
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（税制課），旭川市神楽支所（神楽支所），旭川空港利用拡大期

成会（旭川空港事務所），旭川移住計画（地域振興課），あさひ

かわの景観（都市計画課），旭川市博物館（博物館），健康づく

りプラス１（保健指導課） 

②ツイッター 

 旭川市役所（広報広聴課），カムイ新聞（神居支所），旭川市

旭山動物園（旭山動物園），旭川市防災（防災課），旭川市水道

局（水道局上下水道部総務課），旭川市役所 人事課採用（人事

課） 

 

●オープンデータライブ

ラリの開設 

（H27年度～） 

 

 

 

 

 

 市が保有する各種データを二次利用が可能な利用ルールのもと

ホームページで公開している。 

 

【主なオープンデータ】（H30年8月現在107件） 

◇旭川市の人口・世帯数 

◇防災・安全：避難所一覧，ＡＥＤ設置事業所一覧など 

◇子育て・教育：教育・保育施設一覧，待機児童数など 

◇保健・福祉：がん検診実施医療機関，各種介護事業所一覧など 

◇環境：再生資源回収事業者一覧，近文清掃工場排出ガス測定

データなど 

◇行政：市長・議長交際費，市税決算額，各選挙結果など 

 

●「新・旭川市広報広聴戦

略プラン」の策定 

（Ｈ２８年度） 

本市を取り巻く変化等に的確に対応した広報広聴活動を展開し

ていくため，「旭川市広報広聴戦略プラン」の改訂版として，「新・

旭川市広報広聴戦略プラン」を策定した。 

 

 

ウ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律1の施行に伴う「障害を理由とする差別」

の解消に向けた窓口対応等の実施 

●「障がいを理由とする差

別の解消の推進に関す

る旭川市職員対応要領」

の策定 

（Ｈ２８年度） 

 

 職員が業務を行う上で，障害の特性に応じた的確な対応ができ

るよう，対応時の配慮などを分かりやすく示すことを目的に，「障

がいを理由とする差別の解消の推進に関する旭川市職員対応要

領」を策定し，市全体として統一的な考え方に基づき，障害者に

対する差別解消に向けた取組を推進している。 

●「旭川市手話言語に関す

る基本条例」の制定 

（Ｈ２８年度） 

 手話は言語であるという理解を市民に広め，手話が普及する環

境の整備を図り，手話を使って安心して暮らすことができる地域

社会の実現を目指し，旭川市手話言語に関する基本条例を制定し

た。 

                                                   
1：障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（「障害者差別解消法」） 

  障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項や，国の行政機関，地方公共団体等及び民間事業者

における障がいを理由とする差別を解消するための措置などについて定めることによって，全ての国民が障害の

有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現につなげるこ

とを目的に，平成 25 年 6月に制定され，平成 28 年 6月 26 日に施行された法律である。 
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同条例の趣旨に基づき，初心者向け・中級者向け及び手話通訳

者を目指す人向けに手話講習会を開催している。 

 

●窓口における筆談対応

についての掲示 

（Ｈ２９年度） 

 筆談対応が可能であることについて周知を行うため，案内カー

ドを作成し，窓口で掲示した。 

 

エ 「あさひかわ出前講座」の実施 

○「あさひかわ出前講座」

の実施（Ｈ２２年度～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市が行っている様々な仕事の内容や専門的知識を，市民に周

知，提供するため，職員等が会場に出向いて行う講座である「あ

さひかわ出前講座」を実施している。 

 

【出前講座の講座数，実施回数，延べ参加者数の推移】 

年 度 H26 H27 H28 H29 

講座数 50 46 49 48 

実施回数 1,051 990 890 951 

延べ参加者数 38,191 36,395 34,117 35,167 

 

【主な出前講座の概要】 

（H30年4月現在，53講座） 

◇健康・福祉・保健：介護予防講座，食育出前講座など 

◇環境：環境アドバイザー派遣事業，ごみ処理見学会など 

◇子育て：育児サークル・子育てサロンへの保育士派遣など 

◇教育・文化・スポーツ：旭山動物園出張授業，国際理解教室出

前講座，ニュースポーツ出前講座など 

◇都市計画・生活基盤：バスの乗り方講座，除雪教室など 

◇防災・安全：普通救命講習，高齢者交通安全教室など 

◇税・制度：知っておきたい市税の話など 

 

●出前講座を周知する冊

子を作成，配布 

（Ｈ２９年度） 

 出前講座の更なる周知を行うため，各部局で実施している出前

講座の内容，詳細を一括してまとめた冊子を作成し，各支所，社

会教育施設等で配布した。 

 

 

【条文の視点での成果と課題】 

◆ 情報公開 

情報公開請求件数は，H27年度の352件をピークにH29年度は145件と減少傾向にある一

方，H27年度からは市が保有する各種情報を二次利用可能なルールで公開するオープンデー

タ化の実施や，H29年度からは公文書公開請求以外の方法でも必要とする情報の提供を受け

られる場合があることについてチラシを作成して周知を図るなど，情報公開と提供を一体的

に推進している。今後とも行政の透明性・信頼性の向上はもとより，市民や企業等による利

用促進により，市民活動や経済活動の活性化にもつながるオープンデータの内容等の充実を

図る必要がある。 
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◆ 情報提供 

  情報提供については，広報誌の全世帯配布，テレビ・ラジオでの発信のほか，ホームペー

ジの開設（Ｈ11年度），ＳＮＳ（Facebook，twitter）による発信（H26年度～）とＩＴ化

に対応し，情報提供手段の多様化を図ってきた。 

また，あさひかわ出前講座については，毎年度約3万5千人前後の市民が参加しているが，

更なる参加拡大に向けて，これらの取組自体の周知が課題である。 

さらには，市民や地域等の自主的な活動が多様化する中，市側で全ての情報を把握するこ

とは難しい側面もある。例えば，市民・地域による自主的な活動に関する情報や災害時の地

域情報などを市民等が自ら広く周知する仕組みの検討が必要である。 

 

【今後の方向性・考え方】 

 ◆ 公平・公正・透明な市政を推進し，市民参加による協働のまちづくりを推進するためには，

市が保有する情報を市民等に積極的に提供することが重要であり，引き続き，公文書の公開

請求に関する相談・受付等，制度の適正な運用を行う。 

 ◆ 市がH27年度から提供を開始している営利目的・非営利目的を問わず二次利用可能なオー

プンデータの内容の充実を適宜図り，行政の透明性の向上はもとより，協働による地域課題

の解決，地域経済の活性化などにも資する情報提供の充実を推進する。 

◆ 「新・旭川市広報広聴戦略プラン」に基づき，市民に対し，分かりやすく情報提供を行う

ため，引き続き，各種広報媒体を活用した情報提供の充実を図り，その効果を検証するとと

もに，職員の広報広聴に対する意識や技術を向上するための職員研修等の充実を図る。 

◆ 誰もが公平・公正にサービスや情報提供を受けることができるよう，引き続き，「障がい

を理由とする差別の解消の推進に関する旭川市職員対応要領」に基づく窓口対応や行政サー

ビス等を実施する。 

◆ あさひかわ出前講座については，内容の充実を図るとともに，多くの市民等に利用を促す

ため，冊子の配布先を工夫するなど効果的な周知を図る。 

◆ 若年層などに向けた市政情報の発信，市の業務への協力の依頼，市民や地域等から市への

情報提供なども含め，ＳＮＳ等の機能や，地域情報紙，フリーペーパー等の媒体を活用した

取組の充実に向け，検討を進める。 
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第１３条 個人情報保護 

（個人情報保護） 

第１３条 市民等は，旭川市個人情報保護条例（平成１７年旭川市条例第８号）で定めるとこ

ろにより，自己に係る市が保有する個人情報の開示を請求することができる。 

２ 市は，市民等の基本的人権を守るため，市が保有する個人情報を適正に取り扱わなければ

ならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

  個人情報保護制度は，本人が自分の情報を見たり，訂正などをする権利を保障するものであ

り，本市では，旭川市個人情報保護条例に基づき，個人情報の取扱いを行っている。 

  個人情報保護は，前条の情報公開と密接に関わっており，まちづくりにおいても重要である

ことから，まちづくり基本条例では，個人情報保護に関する市の基本的な姿勢を示している。 

 

【主な市民等の状況（第１項関係）】 

 ア 旭川市個人情報保護条例に基づく個人情報開示等請求の状況 

年度 H26 H27 H28 H29 

件数 16 29 13 18 

 

【市の主な取組（第２項関係）】（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

ア 個人情報の保護，保有個人情報の開示など，旭川市個人情報保護条例に基づく個人情報の

適正な取扱いの実施 

○「旭川市個人情報保護条

例」の制定（Ｈ３年度） 

○「旭川市個人情報保護条

例」の全部改正 

（Ｈ１７年度） 

 

 本市の保有する個人情報の開示等を求める市民の権利を明らか

にするとともに，個人情報の取扱いに関し必要な事項を定めるこ

とにより，市民の基本的人権を守ることを目的に，「旭川市個人

情報保護条例」を制定した。 

 

 

●保有個人情報開示に関

する職員個人印の印影の

取扱い変更（Ｈ２９年度） 

 

  近年の裁判例や他都市の実例等を踏まえ，本市職員をはじめと

する公務員の印影に関する取扱いを変更し，当該印影についても

開示の対象とした。 

 

イ マイナンバー制度2に関する個人情報保護の取組の実施 

●特定個人情報保護評価

の実施（Ｈ２６年度～） 

 

 

 マイナンバー制度の導入に合わせ，市民の信頼確保と個人のプ

ライバシー等の権利利益の侵害を防止するため，特定個人情報

ファイルを取り扱う事務において，対象人数の規模に応じた特定

個人情報保護評価を実施し，結果を公表している。 

 

                                                   
2 ：マイナンバー制度 

  平成 25 年 5月に制定され，平成 27 年 10 月から施行されている「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律」に基づく制度であり，国民一人一人が持つ個別の番号により，社会保障・税・

災害対策の分野で，様々な行政機関が持つ情報を関連づけることで，行政の効率化を図り，市民の利便性を高

め，公平・公正な社会を実現しようとするもの 
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【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 個人情報保護 

個人情報開示請求は，H26年度からH29年度までで76件あるが，いずれも「旭川市個人情

報保護条例」に基づき適切に処理されている。今後とも裁判例や他都市の実例等も踏まえ，

公正・公平に対応していく必要がある。 

また，H27年度から全国で導入されたマイナンバー制度についても，法に基づき，個人情

報保護に係る適正な取扱いを行っている。 

 

【今後の方向性・考え方】 

◆ 公平・公正・透明な市政の推進を図るため，引き続き，個人情報の開示請求に関する相談・

受付等，制度の適正な運用を行う。 

◆ マイナンバー制度に関する個人情報の保護については，引き続き，「行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に基づき，特定個人情報ファイルの

適正な取扱いの確保に努める。 
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(2) 第５章 地域主体のまちづくり 

第１４条 地域主体のまちづくり 

（地域主体のまちづくり） 

第１４条 市民等は，地域社会の一員として，主体的に町内会などの地域のまちづくりを行う

団体（以下この条において「地域活動団体」という。）の活動に参加するよう努めるものと

する。 

２ 地域活動団体は，地域における課題を共有し，その解決に向けて取り組むとともに，地域

の特性等をいかした多様なまちづくりに取り組むよう努めるものとする。 

３ 地域活動団体は，相互に連携を図り，協力して地域における課題の解決又は地域の特性等

をいかした活動を行うよう努めるものとする。 

４ 市は，地域における市民活動の促進を図るため，地域における課題の把握，相談機会の確

保，人材育成等に努めなければならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

地域活動団体とは，町内会，市民委員会といった自治組織，地区社会福祉協議会や民生児童

委員協議会など地域で活動されている団体やＮＰＯ法人などであり，各団体は目的に応じて，

地域に根ざした様々な公共的な活動を行うなど重要な役割を担っている。 

現在，少子高齢化や核家族化の進行，価値観の多様化等から，地域社会への帰属意識が希薄

化し，町内会加入率の低下や地域活動の担い手の減少など，地域のコミュニティ機能が弱まっ

てきている。 

地域の結びつきを強固にしていくためには，地域で暮らす人たちが地域コミュニティの重要

性を再認識し，地域における課題の特性を共有しながら，主体的に地域における活動に参加す

るとともに，団体同士が横のつながりを生かすなど，互いに協力しながら様々な課題解決に取

り組むことができる環境づくりが重要である。 

また，市はこうした活動の促進を図るため，より地域に身近なところで地域課題を把握する

とともに，地域づくりに関わる市民等の相談機会の確保及び人材育成等の体制整備に努めなけ

ればならないことを規定している。 

 

【主な市民等の状況（第１～3項関係）】 

 ア 町内会の状況 

① 町内会の主な活動 

 ・防犯，防災，交通安全に関する活動 

防犯灯の設置や維持管理，防犯パトロール，自主防災活動，交通安全の呼びかけ など 

・地域福祉，青少年育成活動 

敬老会，一人暮らしの高齢者への声かけ，健康づくり活動，子どもラジオ体操，非行防

止のための愛のパトロール など 

・環境美化活動 

ごみステーションの設置や管理，道路や公園などの清掃，花壇の整備，廃品回収 など 

・交流，広報，文化活動 

夏祭り，花火大会，スポーツ大会，文化祭，広報紙の発行，情報の回覧 など 

（※市HPより） 
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② 町内会加入率等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 平成29年度町内会・自治会調査の主な結果 

   ・町内会長の年齢構成（回答数：752） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・町内会加入の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

105.9 106.3 105.5 108.0 107.4 106.9 106.0 104.9 104.4 103.5 102.6 

168.9 171.0 172.2 173.1 174.0 174.8 
175.8 176.6 177.1 177.5 177.5 
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61.3 

62.4 
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61.2 
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58.3 
57.8 
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0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（％） （千世帯） 町内会加入世帯数及び加入率の推移 

町内会加入世帯数 全世帯数 町内会加入率（％） 

（旭川市調，町内会加入世帯数及び加入率各年度4月1日現在，全世帯数は各年度4月1日（H25以前は3月末）現在住民基本台帳による。） 

40歳以下 

0.5% 

41～50歳 

2.1% 

51～60歳 

4.7% 

61～70歳 

37.4% 71～80歳 

48.4% 

80歳以上 

6.9% 

平均年齢：70.9歳 

 

（Ｎ＝698）※複数回答

回答 回答数 構成比（％） 前回結果（％）

チラシ，文書等で各世帯に加入の依頼 284 40.7 48.3

広報誌等を配布して町内会のPRを実施 175 25.1 25.7

アパートの不動産会社やマンション管理組合に対して加入促進を依頼 184 26.4 28.8

未加入世帯に対して準会員制を設けている。（街路灯，ごみステーションの実費を徴収） 395 56.6 50.8

世帯ごとではなくアパートやマンションなどを単位に定額の会費を設定 96 13.8 11.3

未加入世帯に対して，ごみステーションの利用を制限 51 7.3 7.6

その他 156 22.3 16.7

合計 1,341 192.1 189.2
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   ・町内会が市に期待すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 市民委員会の状況 

① 市民委員会の主な活動と役割（市ＨＰ参照） 

 ・ 市民委員会の活動は，親睦と連帯，住民要望の反映，地域課題の発見と解決，地域内

利害の調整などを主な内容とし，これらは，住民の自発的な取組による意見の集約を通

じて行われ，積極的に住民と行政のパイプ役となることが市民委員会の役割の一つと

なっている。 

・ H22年度から市の補助金（市民委員会チャレンジ事業）により，地区市民委員会及び

町内会・自治会が主体となり行う地域の課題解決や地域連携の促進等の活動に取り組ん

でいる。 

【主な市民委員会チャレンジ事業の内容（Ｈ30年度）】 

・世代間交流事業（レクレーション，運動会など） 

・自主防災組織の設立やその関連事業 

・町内会活性化に向けた夏祭り等の地域イベント開催 

・協働の除排雪による地縁組織づくり事業 など 

 

② 地区市民委員会数の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

地区市民委員会数 
東鷹栖北地区が解散
(H30.4） 

西神楽地区が 
西神楽地区瑞穂， 
西神楽地区中央， 
西神楽地区聖和， 
西神楽地区千代ヶ岡 
に分割（H11） 

啓明地区から 
旭神地区が分割（H14） 

西千代田地区が 
東豊中央地区と東部東光地区
に分割（H16） 

西御料地地区から 
緑が丘東地区が
分割（H13） 

（Ｎ＝650）※複数回答

回答 回答数 構成比（％） 前回結果（％）

町内会活動の積極的広報 153 23.5 33.1

財政的支援の充実 275 42.3 41.6

活動拠点や施設の整備 131 20.2 20.5

町内会の運営に対する助言 82 12.6 16.2

「事業運営への技術的指導・支援の体制づくり」のための情報提供 23 3.5 5.2

「地域で町内会が諸機関・団体等と連携できる体制づくり」のための情報提供 63 9.7 10.9

市の各種施策等の決定に伴う町内会住民の参加機会の拡充 55 8.5 10.2

市業務の町内会等への移管（公的施設・公園管理など） 19 2.9 3.2

町内会活動をサポートする市職員の地域への配置 97 14.9 13.1

高齢者や身体が不自由な方等の「要援護者」支援のための情報共有化 241 37.1 27.4

町内会への回覧物の配布協力に伴う仕分け作業等の負担軽減 199 30.6 23.2

その他 104 16.0 7.7

合計 1,442 221.8 212.3
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 ウ 地域まちづくり推進協議会の状況 

① 地域まちづくり推進協議会の設置と拡大 

地域で活動する様々な団体や住民等が，地域の課題を共有し，その解決に向けた方策を

検討するとともに，相互に連携しながら，地域特性を生かした個性ある多様なまちづくり

を推進していくため，地域まちづくり推進協議会をＨ22年度に支所の７地域，Ｈ24年度に

本庁の５地域に設置した。 

各地域では，これまで市の地域まちづくり推進事業補助金を活用しながら，地域まちづ

くり推進協議会の意見を反映した各種事業に取り組んできた。 

 

地域まちづくり推進協議会の設置数，事業数，参画した地域住民数（Ｈ26～29年度） 

年度 H26 H27 H28 H29 

協議会数 14(※1) 14 15(※2) 15 

事業数 24(3) (※3) 36(3) (※4) 40(4) (※4) 41(3) (※4) 

参画人数 813 1,059 1,379 1,384 

人口規模や地域特性を考慮し，次のとおり，同協議会の所管区域を分割。 

※1：東部まちづくり推進協議会を豊岡地域と東光地域に分割，神楽まちづくり推進協議

会を神楽地域と緑が丘地域に分割 

※2：末広・春光まちづくり推進協議会を末広地域と春光地域に分割 

※3：括弧内は地域まちづくり補助金以外の補助金を活用した事業の数 

※4：括弧内は補助金ゼロ事業（補助金の交付を受けずに独自に実施しているもの）の数 

    

② 地域まちづくり推進協議会の主な取組（H29年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

まちづくり推進協議会

【囲碁による地域づくり事業】【担い手・ボランティア活動の居場所づくり事業】

 【※地域の居場所づくり事業】 

豊岡 【豊岡まちフェスタ開催事業】【愛あい（子どもの居場所）づくり事業】

東光 【啓明通学合宿事業】【東光地区子ども朝活事業】【東光地区特殊詐欺防止講習会事業】 

北星 【北星6地区防災事業】【北星6地区地域の魅力再発見事業】 

末広 【末広地域交通安全対策事業】【末広地域冬の安全安心対策事業】 

【自主防災体験事業】【※子どもの見守り活動（あいさつ運動）】

【春光魅力探訪図製作プロジェクト】 

春光台・鷹の巣 【多世代ふれあい交流会交際事業】【高台通学合宿事業】【「子ども居場所」事業】 

神居 【「神居まちづくり・再生（ルネサンス）」事業】～2事業 

江丹別 【江丹別地域の魅力PR事業】 

【永山メディカルネットワーク事業】【永山SOSネットワーク事業】【永山地域文化保存・振興事業】

【永山南きづな推進事業】【「ながやま食べきり協力店マップ」事業】【経済活性化中長期計画策定事業】

【永山地域世代間交流事業】【エコなお食事会事業】【地域自主除排雪事業】 

【東旭川の歴史遺産や地域資源情報の収集と発信事業】

【東旭川地域の歴史の語り部から次世代への伝承】 

神楽 【※こども食堂「楽っこルーム」】【神楽岡地区エコな地域づくり事業】【神楽地区防災訓練事業】 

緑が丘 【地域ネットワークの形成による健康づくり事業】【世代間交流事業】 

西神楽 【健やかライフ応援塾2017】【土のう整備，PR事業】 

東鷹栖 【健康に対する意識を高める事業】【北あかり事業】 

表中の※は補助金ゼロ事業（補助金の交付を受けずに独自に実施しているもの）

東旭川

中央・新旭川

永山

事　業

春光
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【市の主な取組（第4項関係）】（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

ア 地域まちづくりを担う団体である町内会，市民委員会等の活動の促進 

○町内会の加入促進  転入者への窓口におけるチラシ配布，宅建協会やマンション管

理組合連合会への協力依頼，旭川市市民委員会連絡協議会との連

名による加入案内リーフレットの作成，配布などを実施している。 

 

○地区市民委員会，市民委

員会連絡協議会への支

援 

（Ｓ３７年度～） 

 

 

 

 住民組織活動を推進し，住みよい地域社会の形成を図るため，

地区市民委員会，市民委員会連絡協議会に補助金を交付している。 

 また，H22年度からは，特に地域力の向上が認められる事業を

実施する地区市民委員会等に補助金（地域力向上事業補助金（市

民委員会チャレンジ事業））を交付し，地域が主体的に取り組む

活動を支援している。 

 

○地域会館建設費等の補

助 

（Ｓ４３年度～） 

 

 

 地域住民の主体的な活動の場を確保するため，地域会館の修繕

や増改築，新築等を行う団体に対し，補助金を交付している。 

 Ｈ27年度からは，地域会館に付属する融雪槽の設置や町内会で

使用する物置の設置についても補助対象とした。 

 

【地域会館建設費等の補助の実績】 

年度 H26 H27 H28 H29 

補助件数 5 10 9 7 

補助金額（千円） 2,938 4,408 4,797 2,922 
 

●町内会・自治会調査の実

施（Ｈ２９年度） 

 

 

 地域支援の在り方を検討する基礎資料とするため，市内1,244

団体を対象に，町内会活動や町内会役員等の意見について調査を

実施した。 

・町内会・自治会調査回答数：822団体 

 

●地域会館のアンケート

調査の実施 

（Ｈ２９年度） 

 

 

 地域支援の在り方を検討する基礎資料とするため，市内1,244

団体を対象に，地域会館の実状について調査を実施した。 

・地域会館アンケート調査回答数：799団体 

・地域会館を所有していると回答した数：295団体 

 

 

 イ 地域まちづくり推進協議会を通じた，地域で活動する団体同士の連携による活動の促進 

○地域が主体的に取り組

む事業を支援 

（Ｈ２２年度～） 

 地域まちづくり推進協議会で検討した課題解決に向けて，地域

が主体的に取り組む事業に対し，地域まちづくり推進事業補助金

を交付している。 

 また，地域の主体的な活動を更に促進するとともに，地域づく

りの体制強化や計画的な活動を支援するため，適宜，補助制度の

見直しを行っている。 

 

 

 



-28- 

【Ｈ26年度以後の見直し内容】 

・Ｈ27 年度：一律配分方式と地域協働事業（地域提案型）な

どの手挙げ方式に再編，細分化 

・Ｈ29 年度：地域の幅広い参画のもと，複数の事業を一本化

して運用する包括型補助金モデル事業をスター

ト  

 

●「旭川市地域自治推進ビ

ジョン」の策定 

（H２６年度） 

 まちづくり基本条例が目指す市民主体，地域主体のまちづくり

を更に推進するための方針として，「旭川市地域自治推進ビジョ

ン」を策定した。 

同ビジョンでは，「地域や住民が主体的に考え行動できる地域づ

くりの推進」に向けて，６つの基本目標のもと，取組を進めてい

る。 

 

●「地域まちづくり推進プ

ログラム」の作成 

（H２６年度） 

 

●同プログラムの更新 

（H２７年度～） 

 地域の特性を生かし，地域と市が協働によるまちづくりを進め

ていくため，それぞれの地域特性，課題，課題解決の取組などを

共有することを目的に，「地域まちづくり推進プログラム（地域ご

と）」を作成し，毎年度，更新している。 

 

ウ 地域の主体的な活動，交流の拠点となる施設の設置，運営 

●緑が丘地域複合コミュ

ニティ施設（仮称）の整

備に向けた取組 

（H２６年度～） 

 

 

 

 

 

 健康づくり，スポーツ，生きがいづくり，防災など，地域の主

体的な活動拠点として，次のとおり，緑が丘地域複合コミュニ

ティ施設（仮称）の整備を実施している。 

・H26年度：建設用地を取得 

・H28年度：基本計画を策定 

・H29年度：実施設計を実施 

・H30年度～H31年度：建築工事等を実施し，H31年11月中の供

用開始を目指す。 

 

●東部まちづくりセン

ターの設置（H２７年度） 

 地域の活動拠点となり，地域づくりの支援とともに証明書の交

付など行政サービスの提供を行う東部まちづくりセンターを設置

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（秋の火災予防運動パネル展の様子） 
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●末広地域活動センター

の設置（H２７年度） 

 

 地域住民の交流や活動拠点となる末広地域活動センターを設置

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（防災教室の様子） 

 

  

【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 地域活動団体への参加促進 

   町内会加入促進に向け，転入者への窓口におけるチラシ配布，宅建協会やマンション管

理組合連合会への協力依頼，旭川市市民委員会連絡協議会との連名による加入案内リーフ

レットの作成，配布などを実施しているが，町内会加入率は低下傾向が続いており，地域

の高齢化とともに町内会長の平均年齢が70歳を超えるなど役員等の高齢化，担い手不足も

大きな課題となっている。 

    

◆ 地域活動団体の活動促進 

   地区市民委員会についても，高齢化に伴う担い手不足が課題となっており，H30年度に

１団体が解散し，現在63団体となっている。市民委員会の活動促進に向けては，活動補助

金のほか，H22年度から地域力向上事業（市民委員会チャレンジ事業）を実施し，地区市

民委員会及び町内会・自治会が主体となって，世代間交流や地域のお祭り，除雪や支え合

いなど地域の課題解決や連携促進の活動に取り組んでいる。 

今後，更に地域の高齢化が進行することが見込まれる中，市民委員会と町内会がより活

動しやすい環境を整えていくことが必要である。 

 

◆ 市による地域活動促進に係る支援（課題の把握，相談機会の確保，人材育成等） 

   市による地域活動促進に係る支援は，市民生活部市民活動課，地域まちづくり課を中心に，

地域の課題把握，相談等に取り組み，各種支援事業の見直しや地域活動拠点の整備など充実

を図っている。人口減少・少子高齢化が進行する中，人材確保については引き続き課題であ

り，町内会，地区市民委員会をはじめ，地域で活動する団体や住民等で構成する地域まちづ

くり推進協議会による世代間交流の推進などを通じて担い手の育成と連携を図ることが必要

である。 

 

【今後の方向性・考え方】 

◆ 人口減少と少子高齢化が今後とも進行すると見込まれる中，まずは市民等と市がこの現実

に対する認識を共有した上で，地域の安全・安心を確保し，活力を維持するため，地域で暮

らす人たちが地域コミュニティの重要性を再認識し，主体的に地域における活動に参加でき

るよう，引き続き，市が必要な支援を行っていく。 

◆ 町内会への加入促進に向けては，引き続き，宅建協会やマンション管理組合連合会に協力
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を依頼し，マンション・アパート住民の加入案内に取り組む。また，各地区市民委員会と

の連携により町内会加入案内に努めるほか，地域への支援を通じて町内会活動の維持・活

性化の取組も連携を図るなど，地域で活動する団体同士が横のつながりを生かし，互いに協

力しながら様々な課題解決に取り組むことができる環境づくりに努める。 

◆ 地域の新たな活動拠点となる緑が丘地域複合コミュニティ施設（仮称）については，地域

主体による管理運営体制を構築する。また，「旭川市公共施設等総合管理計画」を踏まえ，

地域と行政との連携や既存施設の利活用などを図りながら，地域住民の活動や交流の場の確

保に努める。 
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(3) 第６章 健全な市政運営によるまちづくり 

第１５条 行政手続 

（行政手続） 

第１５条 市は，市政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため，旭川市行政手続条

例（平成１１年旭川市条例第２号）で定めるところにより，処分，行政指導及び届出に関す

る手続を明らかにしなければならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

   行政手続法では，行政機関が行政処分など公権力を行使する際に行う，聴聞，公聴会，諮問

など，行政手続の一般的なルールが定められている。 

  また，旭川市行政手続条例の第１条では，「この条例は，処分，行政指導及び届出に関する

手続に関し，共通する事項を定めることによって，行政運営における公正の確保と透明性の向

上を図り，もって市民の権利利益の保護に資することを目的とする。」と定められている。 

  まちづくり基本条例では，市民等及び市がまちづくりを行う上で基本となる行政手続につい

て，市の基本的な姿勢を示している。 

 

【市の主な取組】（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

 ア 旭川市行政手続条例に基づく行政手続に関する取組の実施 

○「旭川市行政手続条例」

の制定（Ｈ１１年度） 

 

 

 

 

 処分，行政指導及び届出に関する手続に関し，共通する事項を

定めることによって，行政運営における公正の確保と透明性（行

政上の意思決定について，その内容及び過程が市民にとって明ら

かであることをいう。）の向上を図り，もって市民の権利利益の

保護に資することを目的に，「旭川市行政手続条例」を制定した。 

 

●行政手続における許認

可等の審査基準及び不

利益処分基準の全庁的

な点検 

（Ｈ２６，２８年度） 

 行政手続における許認可等の審査基準及び不利益処分の全庁的

な点検を実施し，その結果に基づき修正した審査基準の公表を

行った。 

 

【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 行政手続 

   行政手続については，まちづくり基本条例の制定後も許認可等の審査基準及び不利益処分

の全庁的な点検，その結果の公表など，公正の確保と透明性の向上を図っている。 

 

【今後の方向性・考え方】 

 ◆ 市政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため，各課が設定し，公表している行

政手続に関する審査基準やその運用状況等を定期的に点検し，必要に応じ，審査基準等の見

直しを行う。 
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第１６条 公正な職務の執行の確保 

（公正な職務の執行の確保） 

第１６条 市は，法令の遵守の推進を図るとともに，市政における公正な職務の執行を確保す

るため，旭川市政における公正な職務の執行の確保等に関する条例（平成１９年旭川市条例

第４２号）で定めるところにより，必要な措置を講じなければならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

 法令遵守とは，事業活動や行政活動において法律などを遵守すること，広くは倫理や道徳な

どの社会的規範を守って行動することをいう。 

 市では，旭川市政における公正な職務の執行の確保等に関する条例を制定し，職員の責任と

して果たすべき事柄を明記するとともに，公益通報制度を設け，市役所内部の不正行為等を未

然に防止又は早期に是正することとしている。 

 また，いわゆる「口きき」，「働きかけ」や暴力行為等による不当な要求は，拒否し，屈し

ないという基本姿勢を明らかにし，公平公正で透明な市政運営を推進するとしている。 

 法令遵守については，市職員のみならず市民等，企業など全体で取り組んでいかなければな

らないことから，まちづくり基本条例では，法令遵守について，市の基本的な姿勢を示してい

る。 

 

【市の主な取組（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組）】 

  ア 公正な職務の執行の確保等に関する条例に基づく法令遵守，公正な職務の執行の確保に関

する取組の実施 

○「旭川市政における公正

な職務の執行の確保等

に関する条例」の制定 

（Ｈ１９年度） 

 

 

 職員の法令の遵守の推進を図るとともに，市政における公正な

職務の執行を確保するため必要な事項を定めることにより，市民

の負託に応え，市民に信頼される公平，公正で透明な市政を確立

し，もって市民の利益の増進を図ることを目的に「旭川市政にお

ける公正な職務の執行の確保等に関する条例」を制定した。 

●執務室への入室の制限

の徹底（H２６年度～） 

 企業との適切な関係を確保し，公平，公正な公務執行のため，

企業関係者の執務室への入室の制限を徹底している。 

 

●コンプライアンスマ 

ネージャーの新設 

  （H２７年度） 

 

 不当要求行為に適正に対応するため，警察OBの嘱託職員をコン

プライアンスマネージャーとして任用し，不当要求行為に対応す

る職員への相談，援助の体制を整備した。 

●総務部人事課にコンプ

ライアンス担当を設置 

（H２９年度） 

 

 庁内における法令遵守を徹底させるため，人事課にコンプライ

アンス担当を設置し，職員の倫理意識の高揚や適正な事務執行の

確保，不当要求行為の排除のための取組を組織的に実施している。 

 

●法務担当コンプライア

ンスマネージャー（弁護

士）の任用 

  （H２９年度） 

 

 法務担当コンプライアンスマネージャーとして弁護士を任用

し，事務執行に関わる法的な相談や不当要求行為への対応に関す

る相談を個別に行っているほか，不当要求行為に対する全庁的な

対応方針の策定に関する技術的な助言やコンプライアンス研修の

実施により，組織的な法令遵守の体制強化に寄与している。  
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●コンプライアンスハン

ドブックの作成 

（H２９年度） 

 

 公務員の責務や行動規範をまとめたコンプライアンスハンド

ブックを作成した。 

 全職員に周知し，研修等で利用することで職員倫理の再認識に

役立てている。  

●対応困難事例の組織的

対応要領の策定 

（H２９年度） 

 

 

 不当要求行為等を伴う対応困難事例に対する組織的な対応方法

を整理し，全庁に周知した。 

 組織的な対応方針を整理することにより，職員の安心と公正な

職務執行を確保している。 

 

 

【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 法令の遵守の推進，市政における公正な職務の執行確保 

公正な職務の執行確保については，Ｈ19年度に制定した「旭川市政における公正な職務の

執行の確保に関する条例」に基づく取組を進めているところであり，まちづくり基本条例の

制定後についても，総務部人事課内にコンプライアンス担当を設置し，コンプライアンスマ

ネージャーの任用，対応困難事例の組織的対応要領の策定などによる不当要求行為等に対す

る体制の強化，また，コンプライアンスハンドブックの作成，配付による公務員の責務や行

動規範の職員への周知など，法令の遵守の推進，市政における公正な執行の確保に努めてい

る。 

 

【今後の方向性・考え方】 

 ◆ 公平，公正で透明な市政を確立し，市民等の利益の増進を図るため，引き続き組織の法令

遵守を推進するための取組を行っていく。 
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第１７条 計画的な市政運営 

（計画的な市政運営） 

第１７条 市は，総合的かつ計画的な市政運営に努め，最少の経費で最大の効果を挙げるよう

にしなければならない。 

２ 市は，総合的かつ計画的な市政運営を図るための最上位の計画として，総合的な計画を策

定するとともに，進行管理を行い，その状況を公表しなければならない。 

３ 前項に規定する総合的な計画の策定に当たっては，その基本的事項について議会の議決を

得なければならない。 

４ 市は，市政運営に当たっては，計画的で健全な財政運営に努めなければならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

 この条例でいう「総合的な計画」とは，まちづくりにおける最上位の計画である総合計画を

指している。 

 以前は，市町村がその地域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想に

ついては，地方自治法第２条第４項で市議会の議決を経て定めることが義務付けられていた。 

 平成２３年の地方自治法改正により策定義務がなくなり，現在は，市町村の判断に委ねられ

ることになったが，本市では，総合的かつ計画的に市政運営を行うことが重要であると考え，

まちづくり基本条例において総合的な計画を策定する根拠を示し，その基本的な事項について

は，議会の議決を得て定めることとした。 

 また，財政運営とは，国又は地方公共団体が，必要な財源を確保し，管理・処分することで

あり，市には計画的で健全な財政運営に努める責務があることを規定している。 

 

【市の主な取組（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組）】 

ア 総合計画の策定 

○総合計画の策定 

（Ｓ３１年度～） 

 

 

 

 

 

 

①大旭川建設計画（Ｓ31～41年度） 

②旭川市域まちづくりの方向（Ｓ40～50年度） 

③旭川市総合開発計画（Ｓ47～55年度） 

④旭川市総合開発計画（Ｓ54～62年度） 

⑤旭川市新総合開発計画（Ｓ61～Ｈ7年度） 

⑥第６次旭川市総合計画（Ｈ8～17年度） 

⑦第７次旭川市総合計画（Ｈ18～27年度） 

●第８次旭川市総合計画

の策定（H２７年度） 

 

 まちづくり基本条例に基づく初めての総合計画として，第８次

旭川市総合計画（Ｈ28～39年度）を策定した。 

 

 

イ 総合計画の進行管理，効果的な推進が図られているかについて評価・検証 

●第８次旭川市総合計画

に基づく取組の推進 

  （H２８年度～） 

 

 

 

 Ｈ28年度から第８次旭川市総合計画がスタートし，「こども」，

「しごと」，「地域」に視点を当てた重点テーマを設定し，目指

す都市像である「世界にきらめく いきいき旭川 ～笑顔と自然

あふれる 北の拠点～」の実現に向けた取組を推進している。 



-35- 

●第８次旭川市総合計画

の進行管理 

  （H２８年度～） 

 

 

 第８次旭川市総合計画は，毎年度，ＰＤＣＡサイクルに基づく

進行管理を行っている。なお，基本計画は，社会経済情勢等の変

化を踏まえ，原則４年ごとに見直しを行うこととしており，Ｈ30

年度から，当該見直しに係る検討を開始している。 

 

ウ 行財政改革推進プログラムの策定，同プログラムに基づく財政運営 

○「旭川市行財政改革推進 

プログラム」の策定 

（Ｈ１５年度） 

○「旭川市財政健全化プラ

ン」の策定 

（Ｈ１７年度） 

 

 

 

 厳しい財政状況を克服して地方分権時代にふさわしい自立した

行財政運営を推進するため，Ｈ15年度に「旭川市行財政改革推進

プログラム」を策定し，Ｈ18年度及びＨ22年度に改訂を行った。 

 また，本市に見合った財政基盤を確立する柱としてＨ17年度に

「旭川市財政健全化プラン」を策定し，Ｈ18年度に改訂を行った。 

 Ｈ20年度には，税収入等が見込みより減少し，義務的経費が増

加したことなどにより，「新旭川市財政健全化プラン」を策定し

た。 

○「旭川市行財政改革推進 

プログラム三訂版」の策

定（Ｈ２５年度） 

 

「旭川市行財政改革推進プログラム」及び「旭川市財政健全化

プラン」の一体管理等のため，「旭川市行財政改革推進プログラ

ム三訂版」を策定し，効果的に取組を進めた。 

●「旭川市行財政改革推進

プログラム２０１６」の

策定（H２８年度） 

 

 Ｈ28年度に，第８次旭川市総合計画の策定とその基本計画の期

間に合わせ，「旭川市行財政改革推進プログラム2016」を策定し

た。（詳細第18条） 

 

エ 財政の健全化に向けた取組の実施 

○「『受益と負担の適正化』

へ向けた取組指針」の策定

（Ｈ１６年度） 

 「受益と負担の適正化」の実現に向け，サービスを利用し利益

を受ける方と利益を受けない方との負担の公平性を確保する観点

から，「『受益と負担の適正化』へ向けた取組指針」を策定した。 

 

○使用料，手数料の改定 

（Ｈ１７年度） 

 

 「『受益と負担の適正化』へ向けた取組指針」に基づき，使用料，

手数料を改定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な改定の内容】

①使用料

区分 改定の内容 施設数 主な施設名

増額改定 44
神楽福祉センター（市民福祉館），農村地域センター，公民館，総合体育館，忠和公園

体育館など

減額改定 5 旭川市民生活館，近文生活館など

無料化 1 若者の郷テニスコート

有料化 1 花咲スポーツ公園（軟式野球場）

施設の廃止 1 東鷹栖社会福祉会館

増額改定 7
いきいきセンター新旭川，近文市民ふれあいセンター（高齢者交流センター），花咲スポーツ公

園（陸上競技場）など

有料化 16
忠和公園体育館，総合体育館，大雪アリーナ，花咲スポーツ公園プール，末広市民プー

ル，花咲スポーツ公園スケート場，東部スケートリンク，彫刻美術館，博物館など

その他 2
近文市民ふれあいセンター（温水プール）（高齢者の年齢見直し）

忠和公園多目的コート（個人使用の利用形態の廃止）

専

用

使

用

料

個

人

使

用

料
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●「『受益と負担の適正化』

へ向けた取組指針（改訂

版）」の策定 

（Ｈ２９年度） 

 「『受益と負担の適正化』へ向けた取組指針」の策定から１２年

が経過し，本市を取り巻く状況等が変化していることから，必要

な見直しを行い，改訂版を策定した。 

 

●使用料，手数料の見直し

に向けた検討 

（Ｈ３０年度～） 

 「『受益と負担の適正化』へ向けた取組指針（改訂版）」に基づ

き，使用料，手数料の見直しに向けた検討を行っている。 

 

 

  【条文の視点での成果と課題】 

   ◆ 総合計画の策定，総合計画に基づく市政運営 

     本市では，S31年度に策定した「大旭川建設計画」以来，総合計画を策定し，総合的

かつ計画的に市政運営を行ってきたが，H23年の地方自治法の改正により，総合計画の

策定は市町村の判断に委ねられることとなった。 

     H27年度に策定した「第８次旭川市総合計画」は，まちづくり基本条例の制定後に，

同条例の規定に基づき初めて策定した総合計画であり，現在は，同計画に掲げる目指す

都市像のもと，総合的かつ計画的な市政の運営を図っている。 

 

   ◆ 計画的で健全な財政運営 

     「第８次旭川市総合計画」の施策の着実な推進及び財政面の補完を目標として，H28

年度に策定した「旭川市行財政改革推進プログラム2016」に基づき，行財政改革を集中

的に実施している。 

     まちづくり基本条例の制定後，市債残高（一般会計建設事業等債）は，1,335億円（Ｈ

26年度）から1,201億円（Ｈ29年度）に減少している一方で，財政調整基金残高が，64

億円（Ｈ26年度）から39億円（H29年度）に減少しており，財政の健全化に向けた取組

を継続していく必要がある。 

 

  【今後の方向性・考え方】 

   ◆ 人口減少・少子高齢化，地域経済の活性化，厳しい財政状況など本市を取り巻く課題

のほか，社会経済情勢や市民ニーズ等の変化に的確に対応し，効果的・効率的な施策や

事業を実施していくためには，第８次旭川市総合計画における施策等を適宜，評価・検

証し，必要に応じて見直しを図る必要がある。そのため，第1期の基本計画の期間が終

了するH31年度に向けて，旭川市総合計画審議会を設置し，評価・検証を行い，必要に

応じて基本計画の改訂について審議する。 

   ◆ 今後とも社会経済情勢等の変化を踏まえながら，行財政改革の取組を推進し，計画的

で健全な財政運営に努める。 

     行財政改革推進プログラムについては，計画の実効性を高めるため，第８次旭川市総

合計画基本計画の見直しに合わせ，見直しを検討する。  

②手数料

改定の内容 項目数 項目名

増額改定 102
印鑑登録証明，身分証明，住民票の写し，建築物の確認申請，はかりの計量，保健所水

試験検査，工芸センター試験検査など

減額改定 12 工業技術センター試験検査，工芸センター試験検査など

廃止 37 工業技術センター試験検査，工芸センター試験検査など

新設 5 不在住・不在籍証明，自動車保管場所使用承諾証明など
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第１８条 行政改革等 

（行政改革等） 

第１８条 市は，社会経済情勢及び市民等の行政に対する需要の変化に的確に対応し，効果的

で効率的な市政を推進するため，常に事務事業の見直しその他の行政改革に努めなければな

らない。 

２ 市は，行政組織の編成に当たっては，分かりやすく機能的で相互の連携が確保されたもの

となるよう努めなければならない。 

 

 

【条文の趣旨】 

市政運営に当たっては，限られた財源や人的資源を効果的に活用することが不可欠であるた

め，市は，社会経済情勢や市民等の行政に対する需要（市民ニーズ）の変化に的確に対応する

とともに，常に施策や事業の見直しなどの行政改革に努めなければならないことを定めている。 

また，行政組織の編成に当たっては，部局間の連携が図られ，市民等にとって分かりやすく

機能的な組織の編成に努めることを規定している。 

 

【市の主な取組（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組）】 

ア 行財政改革推進プログラムに基づく効果的かつ効率的な市政の推進 

○「旭川市行財政改革推進 

プログラム」の策定 

（Ｈ１５年度） 

 

○「旭川市財政健全化プラ

ン」の策定 

（Ｈ１７年度） 

厳しい財政状況を克服して地方分権時代にふさわしい自立した

行財政運営を推進するため，Ｈ15年度に「旭川市行財政改革推進

プログラム」を策定し，Ｈ18年度及びＨ22年度に改訂を行った。 

また，本市に見合った財政基盤を確立する柱としてＨ17年度に

「旭川市財政健全化プラン」を策定し，Ｈ18年度に改訂を行った。 

Ｈ20年度には，税収入等が見込みより減少し，義務的経費が増加

したことなどにより，「新旭川市財政健全化プラン」を策定した。 

○「旭川市行財政改革推進 

 プログラム三訂版」の策

定（Ｈ２５年度） 

「旭川市行財政改革推進プログラム」及び「旭川市財政健全化

プラン」の一体管理等のため，「旭川市行財政改革推進プログラ

ム三訂版」を策定し，効果的に取組を進めた。 

●「旭川市行財政改革推進

プログラム２０１６」の

策定（H２８年度） 

 

 

 

 

Ｈ28年5月に，第８次旭川市総合計画の策定とその基本計画の

期間に合わせ，「旭川市行財政改革推進プログラム2016」を策定

した。 

同プログラムのＨ30年度当初時点での達成率は11.0％であり，

「予定どおり進んでいる」を加えると89.8％である。財源確保額

についても，59億7千万円の目標に対して，Ｈ30年度当初予算時

点で54億1千万円を確保した。 

 

イ 事務事業や行財政改革の状況を自ら評価する「行政評価」の実施 

○行政評価の実施 

  （Ｈ１２年度～） 

 

 

 

 本市が実施する事務事業又は行財政改革の状況について客観的

に評価，点検を行い，その結果を今後の改善や見直しに反映させ

るため，毎年度，本市の行政運営等において重要なテーマを選定

の上，行政評価を実施している。 

【H26年度以後の行政評価の実施状況】 

 H26年度：来庁者用駐車場の管理方法，職員用駐車スペース，

市営住宅駐車場，勤労青少年ホーム，支所機能等の強
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化，市立保育所給食調理業務の委託，学校給食の提供

の在り方の検討 

 H27年度：電子入札の導入，ふれあい収集実施体制，除雪・道

路維持管理委託，留守家庭児童会の運営負担金，予防

事務手数料等，上下水道料金の減免 

 H28年度：補助金等（252本）の見直し 

 H29年度：第8次旭川市総合計画推進計画の展開施策から，子

育て支援施策及び高齢者福祉施策を行政評価の対象

とし，ともに事業費の上位7事業を選定 

 H30年度：公の施設を対象とし，正職員が常駐する施設を中心

に68施設を選定 

 

 
ウ 機構改革や組織の見直しによる分かりやすく機能的な組織の編成 

○組織改正の実施 

 

 

 

 

 

 市民にとって分かりやすく，機能的な組織とするため，次のと

おり，部を新設するなど組織の編成を行っている。 

 Ｈ20年度：税務部，子育て支援部の新設等 

 Ｈ26年度：防災安全部の新設 

 Ｈ28年度：地域振興部の新設 

 Ｈ30年度：観光スポーツ交流部の新設 

 

 

【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 行政改革 

行政改革については，平成28年度に策定した「旭川市行財政改革推進プログラム2016」

に基づく取組を進めているところであり，同プログラムに掲げる128の取組項目のうち，H30

年度当初時点で14の取組において実施済み，100の取組において予定どおり進捗しており，

効果的かつ効率的な市政運営を図っている。 

また，行政評価については，まちづくり基本条例の制定後についても継続して実施してお

り，本市が実施する事務事業等について，外部評価も得ながら評価，点検を行い，評価結果

を各事業や取組に反映させている。 

 

 ◆ 行政組織の編成 

行政組織の編成については，まちづくり基本条例の制定後も，機構改革による部の新設の

ほか，社会経済情勢等を踏まえ，課の業務内容や名称の変更等を適宜実施し，市民にとって

分かりやすく機能的な組織の編成に向けた取組を継続している。 

 

【今後の方向性・考え方】 

 ◆ 第８次旭川市総合計画基本計画の見直しに合わせ，社会経済情勢の変化を踏まえ，計画的

で健全な財政運営に継続して取り組むため，行財政改革推進プログラムの見直しを検討する。 

 ◆ 効果的で効率的な市政を運営するため，引き続き，行政評価を実施し，その結果を事務事

業の改善や見直しに反映させる。 

 ◆ 社会経済情勢や市民等のニーズの変化を踏まえ，市民等にとって分かりやすく，機能的な

組織の編成を目指す。  
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第１９条 危機管理 

（危機管理） 

第１９条 市は，市民等の安全と安心を確保するため，災害，事故その他の危機の発生時に適

切に対応できる体制の充実及び強化を図らなければならない。 

２ 市は，危機の発生時には，市民等，関係機関，国及び他の地方公共団体と連携を図り，協

力して速やかに状況を把握し，対策を講じなければならない。 

３ 市民等は，日頃から危機に対し備えるとともに，危機の発生時に自らの安全確保を図り，

互いに助け合うよう努めるものとする。 

 

 

【条文の趣旨】 

近年，国内では，東日本大震災，北海道胆振東部地震や豪雨による自然災害が多発し，被害

も甚大なものとなっている。本市においても，豪雨や大雪などの災害に見舞われるなど，災害

はいつ私たちの暮らしを脅かすか分からない状況である。また，これらの災害はもとより，事

件や事故，食中毒や新型インフルエンザなどの感染症のまん延等の緊急事態にも対応できる危

機管理体制を構築する必要がある。 

この条例でいう「危機」とは，災害，事故その他の危機としており，市民等の生命，身体及

び財産に重大な被害を生じ，又は生じるおそれがある事態などを想定しており，市は，市民等

の安全と安心を確保するため，危機発生に備えて体制の充実や強化を図る責務があること，危

機の発生時には市民等や各関係機関と連携を図り迅速に状況を把握し対策を講じる責務がある

ことを定めている。 

また，市民等は，危機発生時には自らの安全の確保を図り，相互に助け合うとともに，危機

に対して日頃から備えることについて規定している。 

 

【主な市民等の状況（第３項関係）】 

 ア 自主防災組織率（（自主防災組織が結成された地域の世帯数／全世帯数）×１００） 

年度 H26 H27 H28 H29 

自主防災組織率（％） 56.5 61.3 61.5 62.3 

 

イ 住民防災組織の活動回数 

年度 H26 H27 H28 H29 

回数 2.5回 2.3回 2.4回 2.3回 

 

 ウ 避難場所，避難所の認知度（市民アンケート調査） 

年度 H26 H27 H28 H29 

認知度（％） － 30.1 － 32.8 

 

【市の主な取組（第１項，第２項関係）】（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組） 

 ア 災害，事故等の危機の発生時に対応できる体制の整備 

○「旭川市地域防災計画」

の策定 

  （Ｓ３８年度） 

 

 

 地域における防災に関し，予防活動，応急対策活動，復旧活動

等の一連の災害対策を実施するに当たり，市，防災関係機関，市

民及び事業所がその全力をあげて，市民の生命，身体及び財産を

自然災害や事故災害から守るため，実施すべき事務を定めること

を目的に「旭川市地域防災計画」を策定した。 
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●「旭川市地域防災計画」

の改訂（Ｈ２７年度） 

 

 Ｈ27年度に，国が全国どこでも起こり得る地震として挙げてい

るマグニチュード6.9の旭川市直下仮想地震を想定地震として，

被害想定を見直した計画に改訂した。 

 

○「旭川市水防計画」の策

定（Ｈ元年度） 

 

 旭川市域における河川等の洪水による水災を警戒し，防御し，

及びこれによる被害を軽減し，公共の安全を保持することを目的

に「旭川市水防計画」を策定した。 

 

○「旭川市国民保護計画」

の策定（Ｈ１９年度） 

 

 

 

 武力攻撃事態等における国民保護措置及び緊急対処事態におけ

る緊急対処保護措置を的確かつ迅速に実施できるようにするとと

もに，市の区域において関係機関が実施する国民保護措置及び緊

急対処保護措置を総合的に推進することを目的に「旭川市国民保

護計画」を策定した。  

 

○「旭川市危機管理基本方

針」の策定 

（Ｈ２０年度） 

 

 

 危機の発生を未然に防止することなどの平常時の対策，危機の

発生時の対応及び事後対策を推進する上で，本市が取り組むべき

基本的な事項について定めることを目的に「旭川市危機管理基本

方針」を策定した。 

●防災安全部の新設 

（Ｈ２６年度） 

 

 

 災害等への迅速かつ適切な対応が図られるよう，自然災害への

対応に加え，危機管理の統括的な役割も併せ持つ，市民生活の安

心，安全を守るための部署として，防災安全部を新設した。 

●「旭川市防災基本条例」

の制定 

（Ｈ２６年度） 

 

 防災対策を総合的かつ計画的に推進し，市民等が安全で安心し

て暮らすことができる災害に強いまちの実現を図ることを目的

に，旭川市防災基本条例を制定した。 

●「旭川市業務継続計画－

大規模災害発生時－」の

策定 

（Ｈ２９年度） 

 

 

 大災害発生時に市が担う災害復旧や被災者対応等の「応急業務」

と通常業務で継続優先度の高い「非常時優先業務」をあらかじめ

選定し，被災状況下でも市民生活や財産等への影響を最小限にと

どめ，一刻も早い災害からの復旧，復興を目指すことを目的に「旭

川市業務継続計画－大規模災害発生時－」を策定した。 

 

    
イ 災害時の要配慮者支援に向けた取組の実施 

●避難行動支援者名簿の

整備  

  （Ｈ２７年度～） 

 

 

 

 災害時の避難支援が円滑に行われるよう，災害時の避難に支援

を必要とする方の名簿を作成し，町内会等の避難支援等関係者に

対して情報の提供を行っている。また，避難行動要支援者名簿に

ついては，毎月，更新するとともに，平常時からの支援体制に活

用するため，外部提供に係る本人の意思確認を行っている。 

●福祉避難所の指定等に

係る協定の締結 

  （Ｈ３０年度） 

 災害発生時に福祉避難所として要配慮者の受入やその移送，又

は人材派遣の協力を得られるよう，協定締結中のあかしあ労働福

祉センター，旭川社会福祉施設協議会，道北勤労者医療協会に加
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え，新たに中小企業大学校旭川校と福祉避難所の指定等に係る協

定を締結した。 

 

 
ウ 新型インフルエンザなど感染症の対策の実施 

○「旭川市新型インフルエ

ンザ対策行動計画」の策

定（Ｈ１７年度） 

 

○「旭川市新型インフルエ

ンザ対策行動計画」の改

訂（Ｈ２１年度） 

 強毒型の新型インフルエンザ等の発生への懸念がある中，これ

らの感染症の脅威から市民を守り，安全・安心を確保することを

目的に，Ｈ17年度に「旭川市新型インフルエンザ対策行動計画」

を策定し，Ｈ21年度に改訂を行った。 

  

●「旭川市新型インフルエ

ンザ等対策行動計画」の

策定（Ｈ２８年度） 

 

 

 新型インフルエンザ等の感染拡大を可能な限り抑制し，市民の

生命及び健康を保護するとともに，市民生活及び地域経済に及ぼ

す影響を最小限とすることを目的に，「旭川市新型インフルエン

ザ等対策行動計画」を策定した。 

 
 
エ 危機の発生時における市民等，関係機関，国及び他の地方公共団体との連携 

○防災に関する協定の締

結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害の発生時等に相互に協力し，災害対策を迅速に行う等のた

め，次のとおり，民間企業等，国及び他の地方公共団体との防災

に関する協定を締結している（平成30年6月25日現在）。 

 

 
種類 協定数 内容

行政機関関係 12 災害時における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定　など

情報・広報対策関係 4 災害時における緊急放送に関する協定　など

医療救護対策関係 6 災害時の医療救護活動に関する協定　など

物資等供給対策関係 14 災害時における応急生活物資等の供給に関する協定　など

燃料供給対策関係 2 災害時における石油類燃料の優先供給に関する協定書　など

建築土木対策関係 10 災害時における応急対策業務に関する協定　など

輸送対策関係 5 災害時における緊急輸送等に関する協定　など

他の応急対策関係 8 災害時の救護活動に関する協定　など

避難所等の協力関係 12 災害時における緊急避難場所としての使用に関する協定書　など

その他 5 防災啓発情報等に関する協定書　など

合計 78 －

【協定の主な実績】

年度 災害 内容 協定の相手方

H28 台風 応急生活物資の供給
生活協同組合コープさっぽろ，MEGAドン・キホーテ旭川店

イオン北海道株式会社

応急生活物資の供給 マックスバリュ北海道株式会社，イオン北海道株式会社

バスによる緊急輸送の協力 道北バス株式会社

胆振東部地震 応急生活物資の供給 マックスバリュ北海道株式会社，イオン北海道株式会社

H30
豪雨
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【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 危機の発生時に適切に対応できる体制の充実及び強化 

   これまでの取組に加え，まちづくり基本条例の制定後，危機管理の統括的な役割を持つ部

署として，防災安全部を新設し，危機管理に関する組織体制を整備したほか，近年，多発す

る自然災害等に対応するための各種計画の策定，改訂を適宜行っており，これらの計画に基

づき，危機の発生に対応できる体制，機能の充実を図っている。 

 

 ◆ 危機の発生時における市民等，関係機関，国及び他の地方公共団体との連携 

危機の発生時に協力し，迅速な対応を行うため，民間企業や国，道などの行政機関などと

様々な分野において防災に関する協定を締結し，連携を図っている。 

まちづくり基本条例の制定後も新たに22件の協定を締結し，危機の発生時に連携体制の強

化を図っている。 

 

◆ 市民等の危機管理 

まちづくり基本条例の制定後，自主防災組織率は60パーセントを超え，市民等や地域にお

いて，危機に備える意識は高まってきているといえる。 

また，避難場所，避難所の認知度についても，まちづくり基本条例の制定後，着実に増加

してきているが，更なる認知度の向上を図るなど，市民等や地域への危機管理に関する意識

の浸透が必要である。 

 

【今後の方向性・考え方】 

◆ 災害時の避難に支援を必要とする方を含め，全ての市民等の安全と安心を確保するため，

引き続き，「旭川市防災基本条例」や「旭川市地域防災計画」等の各種防災に関する計画，

「旭川市国民保護計画」，「旭川市危機管理基本方針」等に基づき，市民等や各関係機関と

の連携を図り，北海道胆振東部地震など，これまでの災害等への対応に係る検証を適宜実施

し，その結果を効果的に反映しながら，平常時から危機に備え，危機発生時に適切に対応で

きる体制の充実及び強化を図る。 

 ◆ 「旭川市業務継続計画－大規模災害発生時－」については，防災訓練等により顕在化する

課題の反映や防災に対する新たな考え方を取り入れるなど，適宜，適切な見直しに努める。 

 ◆ 危機の発生に備え，市民等には，引き続き，避難場所，避難所の認知度の向上をはじめ，

危機に対する意識や安全確保に関する意識の浸透に係る取組を進めるとともに，自主防災組

織の育成や活発化など，市民等や地域が自ら危機に対応できる体制の充実及び強化を図る。 

 ◆ 新型インフルエンザ等の発生に備えた行動計画等を必要に応じて見直していくとともに，

他の感染症の対策についても，手順の見直しや訓練の実施により，危機発生時に速やかに対

応できるよう備える。 
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(4) 第７章 広域連携によるまちづくり 

第２０条 他の機関との連携及び拠点性の発揮  

（他の機関との連携及び拠点性の発揮） 

第２０条 市は，国及び北海道と連携を図り，協力してまちづくりの推進に努めるものとする。 

２ 市は，北北海道における拠点性を発揮するとともに，他の地方公共団体と連携を図り，協

力して広域的な課題の解決を図るよう努めるものとする。 

３ 市は，国内及び国外の都市等と連携し，友好的な交流の推進や共通する課題の解決を図る

よう努めるものとする。 

 

【条文の趣旨】 

少子高齢化・人口減少の進行や地域経済の低迷などが大きな課題となっている中，住民サー

ビスを維持しつつ多様な行政ニーズに対応していくためには，地域の資源や魅力を最大限に活

用し，圏域全体で連携していくとともに，国や北海道などの関係機関との協力関係を深めてい

くことが重要であり，市は，国や北海道と連携してまちづくりに取り組む必要があること，単

独では解決が困難な広域的な課題などについては複数の地方公共団体が協力・連携しながら課

題解決や地域の発展のために取り組んでいく責務があること，また，本市が北北海道における

拠点性を発揮し圏域全体の発展を目指していくことが重要であることを規定している。 

さらに，本市が国内外の都市等と交流を深め，連携・協力を図ることにより，互いのまちの

更なる活性化と発展につなげていくよう努めることとしている。 

 

【市の主な取組（○は条例施行前の取組，●は条例施行後の取組）】 

ア 上川中部定住自立圏連携事業の実施など広域行政の推進 

○上川中部定住自立圏協

定の締結 

（Ｈ２２年度） 

 

 

 地域全体における人口定住を促進するために，圏域として必要

な生活機能の確保に向けて，中心市宣言を行った本市と周辺の市

町村（鷹栖町，東神楽町，当麻町，比布町，愛別町，上川町，東

川町及び美瑛町）が協定を締結した。 

●旭川地域企業誘致東京

サテライトオフィスの

設置（Ｈ２６年度） 

 

 

 首都圏から旭川地域への企業立地の促進を図るため，本市，鷹

栖町，東神楽町及び東川町の１市３町が共同でサテライトオフィ

スを設置し，旭川地域の立地環境や優遇制度，事業用地の紹介，

ＵＩＪターンを希望する方の相談などを行っている。 

●消防の広域化 

（Ｈ２６年度） 

 

 

 広域化によるスケールメリットを生かし，災害の大規模化，救

急需要の増加，市民ニーズの多様化などに対応するため，本市，

鷹栖町及び上川町による消防の広域化を実施している。 

 

●道北ビジネスプランコ

ンテスト開催協議会の

設立 

  （Ｈ２７年度） 

 

 道北地域における起業・創業等を促進することを目的として，

本市，稚内市，名寄市，士別市，留萌市，富良野市，鷹栖町，東

神楽町及び東川町の６市３町で開催協議会を組織し，道北ビジネ

スプランコンテストを実施している。  

●サハリン経済交流促進

協議会の設立 

（Ｈ２８年度） 

 道北の各市の連携を基本として，幅広い地域との協力関係を構

築しながら，ロシア国内で最も経済活動が活発になっているサハ

リン州内の各自治体との経済交流の促進等を図り，各地域の物産
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の販路拡大や食文化の交流，稚内－コルサコフ航路の維持・充実

による相互の地域活性化を目的として設立し，ユジノサハリンス

ク市における道北物産展などの事業を実施している。 

●行政不服審査会事務の

受託 

（Ｈ２８年度） 

 

 行政不服審査法に基づく第三者機関を効率的に運営するため，

鷹栖町，当麻町，比布町，愛別町，上川町，大雪浄化組合及び愛

別町外３町塵芥処理組合から事務を受託している。 

●子育て支援員研修の実

施（Ｈ２８年度） 

 

 

 

 

 子ども・子育て支援新制度において実施される教育・保育や放

課後児童クラブ等，子育て支援事業の担い手となる人材を確保す

るため，「子育て支援員」の養成を図る「子育て支援員研修」を

本市で実施し，上川管内関係自治体及び深川市（15市町村）との

広域運用により関係自治体からの受講者の受入れを行っている。 

●ＪＲ富良野線連絡会議

の設立 

  （Ｈ２９年度） 

 

 

 

 地域住民にとって重要な生活の足であり，観光においても主要

な公共交通としての役割を担っているＪＲ富良野線の維持確保に

当たり，沿線自治体による相互の連絡，意見交換，連携を図るこ

とを目的に設立し，利用実態調査や利用促進に係る取組を実施し

ている。   

●上川中部地域ジオパー

ク構想準備会の設立 

  （Ｈ２９年度） 

 

 

 

 広域のジオパーク構想を進めるため，本市，鷹栖町，東神楽町，

当麻町，比布町，愛別町，上川町及び東川町の１市７町並びに市

民団体を構成員とした準備会を設立。日本ジオパークネットワー

クの準会員となり，認定に向けた課題を探るとともに，観察会や

フォーラム等を開催し，認定に向けた機運の醸成に努めている。 

●（一社）大雪カムイミン

タラＤＭＯの設立 

  （Ｈ２９年度） 

 

 

 旭川市及び近隣１市７町の自治体並びに観光協会にて，(一社)

大雪カムイミンタラDMOを設立。観光地経営の視点に立ち，デー

タに基づくマーケティングと検証，自治体の枠を超えた連携，地

域内経済循環の創出などに取り組んでいる。 

 

 
イ 本市が拠点性を発揮し，圏域全体の活性化を推進 

○「上川中部圏地方拠点都

市地域基本計画」の策定 

（Ｈ７年度） 

●「上川中部圏地方拠点都

市地域基本計画」の改訂 

（Ｈ２６年度） 

 圏域が有する豊かな自然環境，特色ある地域資源及び地理的特

性を生かし，魅力あふれる地方拠点都市地域の形成を目指す視点

から，「上川中部圏地方拠点都市地域基本計画」を策定した。 

また，Ｈ26年度には，企業立地拠点の整備等にかかわる改訂を

行った。 

 
ウ 姉妹都市，友好都市との交流など，国際交流，都市交流の推進 

○姉妹都市の提携 

 

 

①ブルーミントン・ノーマル両市（アメリカ） 

 ブルーミントン市：昭和37年10月11日 

 ノーマル市：昭和62年7月7日 
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 ②水原市（韓国）：平成元年10月17日 

 

○友好都市の提携 

 

 

①ユジノサハリンスク市（ロシア）：昭和42年11月10日 

②哈爾濱市（中国）：平成7年11月21日 

●水原市姉妹都市提携25

周年記念事業の実施 

（Ｈ２６年度） 

 

 水原市姉妹都市提携25周年記念事業として，旭川市代表団が水

原市を訪問し記念式典に出席したほか，食文化紹介訪問団，文化

芸能団を含む市民訪問団が水原市を訪問した。 

●南さつま市との姉妹都

市提携 

（Ｈ２７年度） 

 

 

 旭川冬まつり，北の恵み 食べマルシェ，吹上浜砂の祭典（南

さつま市），青少年の交流，市職員の人事交流などを通じ，本市

と長年にわたって交流のあった南さつま市と，国内で初の姉妹都

市を提携した（平成27年5月3日）。 

 

●哈爾濱市友好都市提携 

２０周年記念事業の実

施 

  （Ｈ２７年度） 

哈爾濱市友好都市提携20周年事業として，代表団を受け入れ，

記念式典を行ったほか，中華料理紹介事業，医療観光促進事業，

青少年スポーツ交流事業を実施した。 

●ブルーミントン・ノーマ

ル両市姉妹都市提携55

周年記念事業の実施 

（Ｈ２９年度） 

 ブルーミントン・ノーマル両市姉妹都市提携55周年記念事業と

して，ブルーミントン・ノーマル両市の市長をはじめとする訪問

団を受け入れ，記念式典を実施した。 

●ユジノサハリンスク市

友好都市提携50周年記

念事業の実施 

  （Ｈ２９年度） 

 

 

 

 

 ユジノサハリンスク市友好都市提携50周年記念事業として，市

長をはじめとする代表団がユジノサハリンスク市を訪問し記念式

典に出席した。芸能交流訪問団がユジノサハリンスク市にて記念

コンサートを開催するとともに，記念式典にて演奏したほか，青

少年音楽団，青少年文化交流訪問団の受入れ，青少年レスリング

訪問団の派遣，食文化紹介事業，国際交流少年サッカー大会を実

施した。 

 

 

【条文の視点での成果と課題】 

 ◆ 国及び北海道との連携 

   本市のまちづくりの推進に係る国や道との連携については，総合計画をはじめ本市の各

種計画の策定等に職員が参画し，また国や道の各種計画等の策定や見直しなどの際には，

本市から意見を聴取するなど，相互に情報を交換しながら取り組んでいる。 

また，経済や観光，交通，防災など広域的な調整が必要な施策についても国や道と連携

して取り組んでいる。 

人口減少の抑制に向けた子育て支援の充実や地域経済の活性化，交通体系の維持，災害

発生時の対応など，国や道との連携の重要性は増しており，人材交流などを含め，常時，

情報や意見を交換していく必要がある。 

 

 ◆ 他の地方公共団体と連携 

H22年度に，本市が中心市となり，生活圏や経済圏をともにする上川中部圏域の周辺自
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治体との間で「定住自立圏形成協定」を締結したほか，まちづくり基本条例の制定後も，

H26年度には鷹栖町，東神楽町及び東川町と共同による旭川地域企業誘致東京サテライト

オフィスの設置や上川町及び鷹栖町との消防広域化の実施，H29年度には（一社）大雪カ

ムイミンタラDMOの設立による広域観光の推進など，様々な連携を図ってきている。 

また，道北ビジネスプランコンテストや北の恵み 食べマルシェの開催など，道北圏域

との連携も進めており，今後についても，北北海道の更なる活性化に向けて，本市の拠点

性を更に発揮していく必要がある。 

 

 ◆ 国内及び国外の都市等と連携 

   国外の姉妹友好都市との連携については，青少年の派遣・受入事業（各市），職員相互

派遣事業（水原市）などの交流を継続しているほか，まちづくり基本条例の制定後も，H26

年度には水原市，H27年度には哈爾濱市，H29年度にはブルーミントン・ノーマル両市及

びユジノサハリンスク市とそれぞれ姉妹友好都市の提携の周年記念事業を実施している。 

   また，国内においても，H27年度に，長年にわかって交流のあった南さつま市と国内の

都市では初めて姉妹都市を提携したところであり，国内及び国外の都市と連携し，友好的

な交流を推進している。 

 

【今後の方向性・考え方】 

◆ 本市を中心に生活圏や経済圏を同じくする周辺自治体と相互に連携することにより，圏域

全体の活性化を図るため，引き続き，定住自立圏形成協定に基づく連携事業を実施する。 

◆ 地域経済の活性化や住民生活の向上を推進するため，北北海道の自治体との一層の連携を

図る。 

◆ 経済や観光，交通，防災など広域的な調整が必要な施策については，北北海道はもとより，

北海道全体における本市の役割も踏まえながら，引き続き，国や道との効果的な連携を図る。 

◆ まちの更なる活性化と発展につなげるため，国内及び国外の姉妹友好都市等との交流を一

層推進し，連携の強化に努める。 
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４ まちづくり基本条例に関連が深い附属機関からの意見について 

まちづくり基本条例の評価検証に当たっては，まちづくり基本条例の内容に関連が深い附属

機関から，次のとおり，各条文についての意見を得た。 

 

（1）実施状況 

附属機関の名称 関係する条文 会議開催日 

旭川市総合計画審議会 条例全般 

①平成30年9月21日(金) 

②平成30年11月5日(月) 

③平成30年11月28日(水) 

旭川市市民協働推進会議 
第9条 （市民活動） 

第11条（協働） 

 

平成30年10月30日(火) 

 

旭川市市民参加推進会議 

 

第10条（市民参加） 

 

平成30年10月22日(月) 

 

（2）主な意見 

条文 附属機関 意見の内容 意見の取扱い 

第９条 

市民活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働 

推進会議 

市民アンケート調査結果の掲載につ

いて，アンケートの対象者数，回収

率等についても記載した方が良い。 

・市民アンケートの対象者数，回収率等につ

いては，第10条【市の主な取組（第2項関係）】

ア（7･8ページ）に記載しています。 

・第9条【主な市民等の状況（第1項関係）】

ア（2ページ）の該当箇所に，「市民アンケー

トの対象者数，回収率等については，7･8  

ページ参照」と記載しました。 

 

市民協働 

推進会議 

市民アンケート調査結果について，

地域で主体的に活動している市民の

割合が低い。これを高めていく手段

を考えていく必要がある。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

 

市民協働

推進会議 

「市民活動」という名称が分かりづ

らい。市民アンケートなどの際には，

「市民活動」の内容を分かりやすく

説明した方が良い。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

市民協働

推進会議 

市民活動に参加していない人から呼

びかけられても，市民の納得を得に

くいのではないか。市の職員自身も

活動へ参加するなど，職員間で課題

意識を共有することが重要と考え

る。 

 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 
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市民協働

推進会議 

市民活動の更なる広がりには，人材

育成が重要と考える。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

市民協働

推進会議 

町内会以外にも様々な市民活動があ

る。若年層も活躍できるような社会

参加の形を模索する必要がある。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

市民協働

推進会議 

 

 

市民活動については，小学校，中学

校の教育の一環として，ボランティ

アなど身近なことから参加する機会

をつくり，早い段階から人材を育成

していくことも考えられる。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

市民委員会の活動もほぼ限界が来て

いる。町内会への加入についても，

アパートやマンションのオーナーに

協力してもらうことや，行政が積極

的に介入しなければ，例えば若年層

が新たに加入することは難しい。 

 

・町内会の加入促進については，第14条【今

後の方向性・考え方】（29･30ページ）2段落

目に記載しており，今後の取組の参考とさせ

ていただきます。 

総合計画

審議会 

市職員も一市民として地域のイベン

トへの参加や町内会の役員への就任

など，市民活動に積極的に取り組み，

市民の意見や地域の課題を捉え，政

策に反映させてほしい。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

市民活動については，市民が様々な

取組を行っている。そのような活動

を発信する場所を行政が広報等で提

供するなどの取組が必要である。 

・第9条【今後の方向性・考え方】（5ページ）

1段落目中 

「～市民活動に関する更なる市民への周知

と理解の浸透，～」を 

「～市民活動に関する更なる情報の発信や

市民への周知と理解の浸透，～」に修正しま

した。 

 

総合計画

審議会 

市民アンケート調査結果等の記載に

ついて，「わずかに」，などの表現は

使用せずに，結果をそのまま示した

方が良い。また，全体的に，「ところ

である。」という表現も使用せずに，

直接的に表現した方が良い。 

・第9条【条文の視点での成果と課題】◆ま

ちづくりや市民活動に対する市民意識（4

ページ）1段落目中 

「～いずれもわずかに低下傾向となってい

る。～」を 

「～いずれも低下傾向となっている。～」に

修正しました。 

・全体を通して「ところである。」という表

現を修正しました。 
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総合計画

審議会 

高齢化の進行などで地域コミュニ

ティ機能が弱まっていることについ

て，関連するデータを掲載した方が

良い。 

・地域コミュニティの状況等については，第

14条【主な市民等の状況（第1～3項関係）】

（23～26ページ）に掲載しています。 

・第9条【今後の方向性・考え方】（5ページ）

1段落中 

「高齢化の進行などで地域コミュニティの

機能が弱まってきている中，～」を 

「高齢化の進行などで地域コミュニティの

機能が弱まってきている中（地域コミュニテ

ィの状況等については，第14条【主な市民等

の状況（第1～3項関係）】（23～26ページ）

を参照），～」に修正しました。 

 

第10条 

市民参加 

 

 

 

 

 

 

 

市民参加 

推進会議 

若年層の市民参加について，ＳNSを

活用した手法の方が，従来の手法よ

り効果的であり，若年層も参加しや

すいと考える。 

・SNSの活用など，若年層が参加しやすい手

法の充実については，第10条【今後の方向

性・考え方】（11ページ）2段落目に記載し

ており，今後の取組の参考とさせていただき

ます。 

 

市民参加 

推進会議 

まちづくり対話集会など，市民参加

の各取組について，得られた意見に

とどまらず，どのような成果を挙げ，

それを公表していることまで記載し

た方が良い。 

・第10条【条文の視点での成果と課題】◆市

民参加の推進（11ページ）5段落目中 

「これらを踏まえ，今後についても，～」を 

「これらの取組により得られた意見や意見

の反映の状況については，本市のホームペー

ジなどで公表しており，今後についても，～」

に修正しました。 

 

市民協働

推進会議 

市民アンケート等の市民参加の手法

について，若年層は郵送による方法

より，インターネット等を活用した

方法の方が回答しやすいと思う。 

一方で，年齢層が高いと逆になる傾

向にあると思うので，バランス良く

活用していく必要がある。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

意見提出手続（パブリックコメント）

に係る資料について，分量が多いも

のや期間が短いものがある。資料に

ついては，概要版などがあると分か

りやすく，意見数の増にもつながる

と考える。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

市民アンケート調査結果のワーク・

ライフ・バランスを実現できている

・第10条【今後の方向性・考え方】（11ペー

ジ）3段落目に，次の段落を加えました。 
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市民の割合が16.0%であり，低い数

値である。この結果は仕事が優先と

なり，市民参加ができていない現状

を示しており，ワーク・ライフ・バ

ランスの啓発の必要性についても，

今後の方向性に記載することも検討

してはどうか。 

 

◆ 幅広い年代からの市民参加については，

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調

和）の啓発等を通じて，働く世代にも参加が

しやすい環境づくりを推進していく必要が

ある。 

 

第11条 

協働 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働

推進会議 

 

市が実施する取組に対して市民が意

見を出す仕組みはある一方，どのよ

うなまちづくりの取組を行うかを市

民自身が考えるという面での協働も

重要と考えるが，その機会は少ない。

そのような仕組みを考えてみてはど

うか。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

 

市民協働

推進会議 

市民の企画提案による協働のまちづ

くり事業について，事業の数と今年

度の取組のみではなく，これまでに

実施してきた事業も掲載した方が，

協働の内容が市民にも分かりやすい

と考える。 

 

・第11条【市民等と市の主な取組（第1項及

び第2項関係）】ア（13ページ）に，H26年

度からH29年度までの採択事業と採択団体

を記載した表（【採択事業と提案団体（H26

年度～H29年度）】）を掲載しました。 

総合計画

審議会 

協働については，行政と市民が日頃

から信頼関係を築き，相互に補完し

合いながら活動する必要がある。そ

のためには，人材，資金の確保が必

要である。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

第12条 

情報公開

及び情報

提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画

審議会 

 

 

 

オープンデータライブラリについて

は，更に周知を行った方が良い。オ

ープンデータライブラリだからこそ

提供できる情報を提供するなど，デ

ータを充実させてほしい。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

主なソーシャルメディアのアカウン

トについて，子育て支援部のものが

ない。子育て世代は，SNSを最も活

用している世代であると思うので，

積極的に活用していく必要がある。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

市では様々な広報活動を行っている

が，効果的に行うことはできている

のか。広報活動の専門家の意見を聴

・第12条【今後の方向性・考え方】（20ペー

ジ）3段落目中 

「～，引き続き，各種情報の提供を効果的に
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くなど，広報活動の在り方を研究す

る必要がある。 

 

実施するとともに，～」を 

「～，引き続き，各種広報媒体を活用した情

報提供の充実を図り，その効果を検証すると

ともに」に修正しました。 総合計画

審議会 

SNSやインターネットなど，様々な

媒体を用いて広報活動を行っている

が，必要なものと必要ではないもの

について，費用対効果を踏まえた検

証が必要である。 

 

総合計画

審議会 

様々な行事の情報等について，広報

誌以外でも，民間のフリーペーパー

などで知ることが多い，このような

媒体も効果的に活用した方が良い。 

 

・第12条【今後の方向性・考え方】（20ペー

ジ）6段落目を次のように修正しました。 

◆若年層などに向けた市政情報の発信，市の

業務への協力の依頼，市民や地域等から市へ

の情報提供なども含め，ＳＮＳ等の機能や，

地域情報紙，フリーペーパー等の媒体を活用

した取組の充実に向け，検討を進める。 

総合計画

審議会 

広報については，ごみ収集や除雪，

救急など，行政の業務に協力してほ

しいというメッセージも発信した方

が良い。 

 

総合計画

審議会 

地域において，様々な活動が行われ

ている中，市で全ての内容を集約す

ることは難しいと思う。市民から活

動の内容や地域の情報を市に発信す

る仕組みができれば，その情報を市

が集約して発信することもできると

考える。 

・第12条【条文の視点での成果と課題】◆情

報提供（20ページ）3段落目を次のように修

正しました。 

 さらには，市民や地域等の自主的な活動が

多様化する中，市側で全ての情報を把握する

ことは難しい側面もある。例えば，市民・地

域による自主的な活動に関する情報や災害

時の地域情報などを市民等が自ら広く周知

する仕組みの検討が必要である。 

 

総合計画

審議会 

市民から市に提供された情報をもと

に，市が市民に情報を提供するとい

う場合，正しい情報であるかを慎重

に判断しなければならない。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

広報誌による情報について，市民に

情報が効果的に伝わるよう，締切が

あるものや日時が決まっているもの

については，余裕を持って掲載した

方が良い。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

第13条 

個人情報

保護 

 

－ － － 



-52- 

第14条 

地域主体

のまちづ

くり 

 

 

 

 

 

総合計画

審議会 

旭川市公共施設等総合管理計画に基

づき，公共施設の統廃合等を進める

場合，市民の活動場所の確保にも関

わることから，地域の意見を十分に

聴いた上で判断してほしい。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

町内会への加入促進について，宅建

協会やマンション管理組合連合会に

協力を依頼しているとのことだが，

その結果についても把握した上で，

検証を行った方が良い。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

  

総合計画

審議会 

町内会への加入促進について，条例

を制定している都市もある。加入に

ついて強制をすることはできない

が，市民全体の合意形成が必要であ

ると考える。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

町内会・自治会調査の結果によると，

町内会への財政的支援の充実を期待

する回答が多い。より良い支援の方

法について検討してもらいたい。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

第15条 

行政手続 

 

－ － － 

第16条 

公正な職

務の執行

の確保 

 

－ － － 

第17条 

計画的な

市政運営 

 

－ － － 

第18条 

行政改革

等 

 

総合計画

審議会 

高齢者住宅を運営している場合，市

から，耐震，防火，介護に関するこ

となどについて，それぞれの部署か

ら確認や報告を求められることがあ

り，事業者は負担を感じている。組

織の編成に当たっては，そのような

手続を一本化できるようにするとい

うことも考えてほしい。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 
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第19条 

危機管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画

審議会 

防災や災害への対策については，市

民を対象とした対策のみではなく，

観光客への対策も必要である。観光

客に必要な情報について，広報誌に

ＵＲＬを掲載するなど，効果的な周

知を行う必要がある。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

避難行動要支援者名簿について，平

常時にも効果的に活用ができるよう

な検討が必要である。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

 

 

総合計画

審議会 

 

より良いまちづくりに向けて，基本

は防災であると考えるが，自主防災

組織の組織率は高いとはいえないの

が現状である。防災に関する情報の

発信も含め，市民の防災意識の向上

に向けた取組が必要である。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

先日の胆振東部地震は，大きな教訓

を与えてくれたと思う。市として検

証を行い，今後の対策や，防災に関

する計画等に生かしてほしい。 

 

・第19条【今後の方向性・考え方】（42ペー

ジ）1段落目中 

「～，市民等や各関係機関との連携を図り，

平常時から危機に備え，危機発生時に適切に

対応できる体制の充実及び強化を図る。」を 

「～，市民等や各関係機関との連携を図り，

北海道胆振東部地震など，これまでの災害等

への対応に係る検証を適宜実施し，その結果

を効果的に反映しながら，平常時から危機に

備え，危機発生時に適切に対応できる体制の

充実及び強化を図る。」に修正しました。 

 

総合計画

審議会 

 

先日の地震の際，若い人たちは携帯

電話などを活用して情報を得ていた

と思うが，携帯電話を使用できない

高齢者等は，停電の復旧の目途など

の情報を入手することが困難であっ

たと思う。そのような人たちには，

広報車を活用するなどして情報を伝

達することが必要である。 

 

総合計画

審議会 

 

 

先日のブラックアウトの例でいえ

ば，観光貸切バスにはＵＳＢ端子が

備えられており，これを数台活用す

れば，かなりの数の携帯電話の充電

ができた。このように，危機管理に

ついては，地域インフラを掌握しな

がら，有効的に活用していく必要が

ある。 

 

総合計画

審議会 

 

福祉避難所の情報について，広報誌

等にＵＲＬを掲載するなど，効果的

な周知が必要である。 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 
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総合計画

審議会 

 

 

防災と合わせて，避難をもっと強化

する必要があると考える。避難場所，

避難所の認知度も30%強であり，評

価できる数字ではない。地域全体で

訓練を実施するなど，高齢者をはじ

め，市民の意識を変えていく必要が

ある。 

 

・第19条【今後の方向性・考え方】（42ペー

ジ）3段落目中 

「～，市民等には，引き続き，危機に対する

意識や安全確保に関する意識の浸透に係取

組を進めるとともに，～」を 

「～，市民等には，引き続き，避難場所，避

難所の認知度の向上をはじめ，危機に対する

意識や安全確保に関する意識の浸透に係る

取組を進めるとともに，～」に修正しました。 

 

総合計画

審議会 

 

 

避難場所や避難所については，更に

拡大していく必要がある。例えば，

高齢者住宅も避難場所や避難場所と

して使用できれば，要介護者も避難

できるのではないか。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

静岡県では，期日を指定し，学校，

企業なども一斉に，全県民で訓練を

実施しており，防災意識の向上の面

では，非常に効果があると感じた。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

第20条 

他の機関

との連携

及び拠点

性の発揮 

 

総合計画

審議会 

地震等で札幌市の都市機能が機能し

なくなることも考えられ，その場合

は，北海道第2の都市である旭川市が

果たす役割は大きい。北北海道のみ

ならず，北海道全体の中での旭川市

という視点も重要である。 

 

・第20条【今後の方向性・考え方】（46ペー

ジ）3段落目に，次の段落を加えました。 

◆ 経済や観光，交通，防災など広域的な調

整が必要な施策については，北北海道はもと

より，北海道全体における本市の役割も踏ま

えながら，引き続き，国や道との効果的な連

携を図る。 

 

総合計画

審議会 

 

 

旭川市は，福祉の面などが充実して

おり，高齢者に強いまちであるとい

えるが，今後，若い人たちの流出を

防ぐためには，経済の活性化が重要

である。他都市との交流では，旭川

市の強い部分と，他都市が成果を挙

げている部分の情報交換を効果的に

できれば良いと考える。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

条例全体 

 

 

総合計画

審議会 

旭川市に限らず，全国的に人口減少，

少子高齢化が進行しており，施設や

組織について，これまでの体制を保

持していくことができない状況であ

る。このような状況について，市民

の理解を得ながら，市民全体の意識

・今後の取組の参考とさせていただきます。 
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をどのように変えていくかが重要で

あると考える。 

 

総合計画

審議会 

 

まちづくりについては，市民と行政

がそれぞれの役割を果たしながら，

明確な目標を持って地域に効果をも

たらさなければならない。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

 

人口減少が進む中にあっても，人が

増えるような仕組みをつくり，楽し

いまちづくりをしてもらいたい。現

在，検討を進めている大学の市立化

も含め，若者が留まれるような，楽

しく，市民が生き生きと暮らせるま

ちづくりについて検討してもらいた

い。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 

総合計画

審議会 

 

旭川市外の人からは，旭川市民は旭

川市の魅力を理解していないのでは

ないかという声をよく聞く。市民や

企業が，現状に満足するのではなく，

旭川を更に発展させるという気持ち

にさせていくことが必要である。 

 

・今後の取組の参考とさせていただきます。 
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５ 評価検証の結果 

「３ 条例の運用の状況について」のとおり，まちづくり基本条例第２１条の「まちづくり

の推進状況」に関連する各条文については，いずれも適正に運用されており，市民等と市にお

いて，各条文の趣旨に基づく取組を着実に推進していることが確認された。 

また，「４ まちづくり基本条例に関連が深い附属機関からの意見について」のとおり，旭川

市総合計画審議会，旭川市市民協働推進会議及び旭川市市民参加推進会議から，各条文の趣旨

に基づく取組の推進に当たり検討が必要な視点や課題の解決に向けた手法など，様々な意見を

得られたところである。 

今後についても，各条文における【条文の視点での成果と課題】及び【今後の方向性・考え

方】並びに各附属機関から得られた意見を踏まえ，各条文の趣旨に基づく取組を継続，発展さ

せていくこととする。 
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（参考）旭川市まちづくり基本条例に関連するデータ等 

条文 
関連するデータ等 

備考 
データ等 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

第9条 

市民活動 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人数 92法人 92法人 97法人 102法人 各年4月1日現在 

CoCoDe登録団体数 170団体 281団体 352団体 399団体 各年度末現在 

市民活動団体向けワー

クショップ参加者数 
66人 

①63人 

②58人 

③60人 

－ － 各年度末現在 

市民活動セミナー参加

者数 
－ － 32人 33人 各年度末現在 

第10条 

市民参加 

意見提出手続（パブリッ

クコメント）の実施件数 
23件 31件 20件 15件 各年度末現在 

意見提出手続（パブリッ

クコメント）の意見提出

者の総数 

284件 273件 386件 179件 各年度末現在 

市の附属機関における

公募委員の総数 
72人 67人 82人 91人 各年4月1日現在 

市の附属機関における

公募委員の割合 
19.1% 18.6% 19.0% 20.8% 各年4月1日現在 

市長への手紙受付通数 

（うち電子提案箱） 

545通 

（124） 

598通 

（181） 

494通 

（138） 

453通 

（95） 
各年度末現在 

市民アンケート調査回

収率 

（回収数÷発送数） 

－ 55.9% － 53.6%  

対話集会の回数 10回 5回 6回 11回 各年度末現在 

対話集会の参加者数 234人 118人 92人 434人 各年度末現在 

市政モニター調査の実

施件数 
3件 0件 3件 3件 各年度末現在 

市政モニター登録者数 44人 92人 90人 112人 各年度末現在 

第11条 

協働 

市民と行政との協働事

業数 
138事業 150事業 156事業 152事業 各年度末現在 

包括連携事業協定の数 － － － 9件 Ｈ29年度調査 

第12条 

情報公開

及び情報

提供 

情報公開請求件数 202件 352件 177件 145件 各年度末現在 

「こうほう旭川市民」を

読んでいる市民の割合 
－ 90.2% － 90.2% 市民アンケート 

ホームページアクセス

件数 
1,294,931件 1,555,381件 1,806,972件 1,376,601件 各年度末現在 

オープンデータの公開

件数 
－ 14件 48件 108件 各年度末現在 

出前講座の講座数 50件 46件 49件 48件 各年度末現在 

出前講座の実施回数 

 

1,051回 990回 890回 951回 各年度末現在 
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出前講座の参加者数（延

べ） 
38,191人 36,395人 34,117人 35,167人 各年度末現在 

第13条 

個人情報

保護 

個人情報開示等請求の

件数 
16件 29件 13件 18件 各年度末現在 

マイナンバーカード発

行件数 
－ 2,932件 19,351件 4,771件 各年度末現在 

第14条 

地域主体

のまちづ

くり 

町内会加入率 60.3% 59.4% 58.9% 58.3% 各年4月1日現在 

地域まちづくり推進協

議会の数 
14 14 15 15 各年度末現在 

地域まちづくり推進協

議会の会議開催数 
104回 88回 90回 94回 

各年度末現在 

※Ｈ26年度は，地域まち

づくり推進プログラムの

策定に係る会議を実施 

地域まちづくり推進協

議会の意見や提言に基

づく事業の取組件数 

24件 36件 40件 41件 各年度末現在 

地域まちづくり推進協

議会の事業に参画した

地域住民の人数 

813人 1,059人 1,379人 1,384人 各年度末現在 

第15条 

行政手続 
－ － － － － － 

第16条 

公正な職

務の執行

の確保 

－ － － － － － 

第17条 

計画的な

市政運営 

総合計画の推進に係る

成果指標の進捗率 
－ － 10.0% 15.0% 各年度末現在 

行財政改革推進プログ

ラム（平成28年度～平

成31年度）取組項目実

施数 

－ － 8.0% 11.0% 
翌年度の8月頃

に確定 

市債残高（一般会計建設

事業債等） 
1,335億円 1,278億円 1,236億円 1,201億円 各年6月現在 

財政調整基金残高 64億円 60億円 55億円 39億円 各年6月現在 

第18条 

行政改革

等 

行財政改革推進プログ

ラム（平成28年度～平

成31年度）取組項目実

施数 

－ － 8.0% 11.0% 
翌年度の8月頃

に確定 

職員業務改善提案数 － 61件 41件 21件 各年度末現在 

第19条 

危機管理 

自主防災組織率 56.5% 61.3% 61.5% 62.3% 各年度末現在 

住民防災組織の活動回

数 
2.5回 2.3回 2.4回 2.3回 各年度末現在 

避難場所，避難所の認知

度 
－ 30.1% － 32.8% 市民アンケート 
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第20条 

他の機関

との連携

及び拠点

性の発揮 

上川中部定住自立圏形

成協定に基づく取組数 
－ 152 152 155 各年度末現在 

北北海道の自治体との

連携による取組数 
－ 26 31 35 各年度末現在 

国内姉妹都市の交流事

業の件数 
3件 5件 4件 4件 各年度末現在 

国内姉妹都市の交流事

業参加者数 
136人 182人 93人 95人 各年度末現在 

国際交流センター利用

者数 
17千人 24千人 24千人 27千人 各年度末現在 
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（参考）旭川市まちづくり基本条例の評価検証に係る主な経過 
（○：庁内での意見交換等に係るもの，●：外部意見の聴取に係るもの，・：担当課内での作業に係るもの） 

年月 項目 内容 

平成30年4月2日 

 

○旭川市まちづくり基本条例の評価検証・

点検に係るスケジュールの説明 

【庁議において説明】 

 

各部局に対し，旭川市まちづくり基本

条例の評価検証・点検に係る年間スケ

ジュールを説明 

 

平成30年4月27日 

～6月1日 

○旭川市まちづくり基本条例を踏まえたま

ちづくりの推進状況に係る調査の実施 

【庶務担当課長会議において調査依頼】 

 

各部局に対し，まちづくり基本条例の

趣旨を踏まえた取組に係る調査を実

施 

 

平成30年6月4日 

～8月26日 

・「旭川市まちづくり基本条例 評価検証結

果報告書（素案）」の作成 

 

各部局への調査結果を踏まえ，「旭川

市まちづくり基本条例 評価検証結

果報告書（素案）」を作成 

 

平成30年8月28日 

～9月4日 

○「旭川市まちづくり基本条例 評価検証

結果報告書（素案）」に係る調査の実施 

 

各部局に対し，「旭川市まちづくり基

本条例 評価検証結果報告書（素案）」

に係る調査を実施 

 

平成30年9月10日 ○旭川市まちづくり基本条例の評価検証・

点検に係る途中経過及び今後のスケジュー

ルの説明 

【庶務担当課長会議において説明】 

 

各部局に対し，旭川市まちづくり基本

条例の評価検証・点検に係る途中経過

及び今後のスケジュールを説明 

 

平成30年9月21日 

平成30年11月5日 

平成30年11月28日 

 

●旭川市総合計画審議会からの意見聴取 旭川市総合計画審議会から，「旭川市

まちづくり基本条例 評価検証結果

報告書（素案）」に係る意見を聴取 

平成30年10月22日 ●旭川市市民参加推進会議からの意見聴取 

 

旭川市市民参加推進会議から，「旭川

市まちづくり基本条例 評価検証結

果報告書（素案）」に係る意見を聴取 

 

平成30年10月30日 ●旭川市市民協働推進会議からの意見聴取 旭川市市民協働推進会議から，「旭川

市まちづくり基本条例 評価検証結

果報告書（素案）」に係る意見を聴取 

 

平成30年11月29日 

～12月5日 

・「旭川市まちづくり基本条例 評価検証結

果報告書（案）」の作成 

 

各附属機関からの意見等を踏まえ，

「旭川市まちづくり基本条例 評価

検証結果報告書（案）」を作成 

 

平成30年12月6日 

～12月20日 

○「旭川市まちづくり基本条例 評価検証

結果報告書（案）」に係る調査の実施 

【庁議において調査依頼】 

各部局に対し，「旭川市まちづくり基

本条例 評価検証結果報告書（案）」

に係る調査を実施 

 

平成30年12月21日 

～平成31年1月29日 

・「旭川市まちづくり基本条例 評価検証結

果報告書」の作成 

各部局の意見等を踏まえ，「旭川市ま

ちづくり基本条例 評価検証結果報

告書」を作成 

 

平成31年1月30日 ○「旭川市まちづくり基本条例 評価検証

結果報告書」の承認 

【庁議において審議，承認】 

 

 

平成31年2月5日 

 

○「旭川市まちづくり基本条例 評価検証

結果報告書」の決定 
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（参考）旭川市まちづくり基本条例（平成26 年 3月 25日旭川市条例第3 号） 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 基本理念及び基本原則（第３条・第４条） 

第３章 まちづくりの担い手 

第１節 市民等（第５条） 

第２節 議会（第６条） 

第３節 市長等（第７条・第８条） 

第４章 市民主体のまちづくり 

第１節 市民活動，市民参加及び協働（第９条―第11条） 

第２節 情報公開及び情報提供並びに個人情報保護（第12条・第13条） 

第５章 地域主体のまちづくり（第14条） 

第６章 健全な市政運営によるまちづくり（第15条―第19条） 

第７章 広域連携によるまちづくり（第20条） 

第８章 その他（第21条） 

附則 

 

私たちのまち旭川は，北海道のほぼ中央にあり，大雪山連峰をはじめとする雄大な山々に囲ま

れ，石狩川など多くの川が流れる，豊かな自然と四季折々の情景に恵まれた美しいまちです。古

くから自然と共生し暮らしていたアイヌの人々と，開拓のために移り住んだ人々をはじめ多くの

先人が，たゆみない努力を積み重ね，北国独自の文化と多様な産業を育むとともに，北海道の交

通の要衝として，経済，医療・福祉，教育などの都市機能と自然が調和したまちを築いてきまし

た。 

こうした自然や歴史，文化，産業などの多くの地域資源は，かけがえのない財産であり，私た

ちにはこれらの財産を守り，育て，次の世代へとつなげていく責任があります。このまちが将来

にわたって輝き続けていくために，あらゆる世代の市民一人一人が互いを尊重し，責任を分かち

合いながら，いきいきと暮らせるまちを築いていかなければなりません。そして，まちの活性化

を図るために，市は，北北海道の拠点都市としての機能を更に高め，その役割を果たしていきま

す。 

このまちを育てていくのは，私たち自身です。私たちは，このまちに誇りと愛着を持ち，より

一層活力と安心に満ちた，支え合って暮らせるまちに向かって，市民の力とまちの素晴らしさを

信じ，力強く歩んでいきます。 

ここに，まちづくりの基本となる考え方や仕組みを共有し，みんなで力を合わせてまちづくり

を進めていくために，この条例を制定します。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，まちづくりに関する基本的な事項を定めることにより，市民主体のまちづ

くりを更に進めるとともに，魅力と活力に満ちたまちを実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
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⑴ まちづくり 市民等及び市が，それぞれの役割と責務を踏まえて，魅力的で快適なまちを

築くための活動をいう。 

⑵ 市民等 市内に住所を有する者，市内に通勤し，又は通学する者及び市内において事業を

営み，又は活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

⑶ 市長等 市長，教育委員会，選挙管理委員会，公平委員会，監査委員，農業委員会，固定

資産評価審査委員会，消防長，水道事業管理者及び病院事業管理者をいう。 

⑷ 市 地方公共団体としての旭川市をいう。 

 

第２章 基本理念及び基本原則 

（基本理念） 

第３条 旭川市が目指すまちづくりは，次の基本理念のとおりとする。 

⑴ 市民等がいきいきと活躍できるまちづくり 

市民等がそれぞれの経験と能力を発揮し，幅広い分野で充実した活動に取り組むこと。 

⑵ 市民等が支え合いながら，安心して暮らせるまちづくり 

市民等がそれぞれの役割を果たすとともに，互いに支え合う地域づくりに取り組むこと。 

⑶ 地域資源をいかし，活力を向上させるまちづくり 

地域の特徴や優位性の活用及び発信をしながら，将来にわたってまちの活力を維持し，更

に高めるための活動に取り組むこと。 

⑷ 北北海道における拠点性を発揮するまちづくり 

北北海道全体の活性化を目指し，地理的特性や都市機能等をいかすとともに，他の機関と

の連携や相互の補完により，拠点性の向上に取り組むこと。 

（基本原則） 

第４条 旭川市のまちづくりは，次の基本原則のとおり進めるものとする。 

⑴ 市民主体の原則 

市民等及び市がまちづくりに関する情報を共有し，市民等の意思と力をいかしたまちづく

りを推進すること。 

⑵ 地域主体の原則 

地域のつながりや特性をいかしたまちづくりを推進すること。 

⑶ 健全な市政運営の原則 

総合的かつ計画的に健全な市政を推進すること。 

 

第３章 まちづくりの担い手 

第１節 市民等 

（市民等の役割） 

第５条 市民等は，自らの果たすべき役割を自覚し，発言と行動に責任を持つとともに，互いの

立場や考えを尊重し，協力し合いながら，まちづくりを進めるよう努めるものとする。 

２ 市民等は，まちづくりに参加し，又は参加しないことによって不利益な取扱いを受けない。 

第２節 議会 

（議会の責務） 

第６条 議会は，市政における意思決定機関として，立法機能，市政運営の監視機能等を発揮す

ることにより，その役割と責任を果たすものとする。 

２ 議会に関する基本的な事項については，旭川市議会基本条例（平成22年旭川市条例第46号）

で定める。 

第３節 市長等 
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（市長等の責務） 

第７条 市長は，市の代表者として，公正かつ誠実に市政の執行に当たらなければならない。 

２ 市長等は，市民意思の把握に努め，市政の執行に当たっては，説明責任を果たさなければな

らない。 

３ 市長等は，まちづくりに関し，市民等の自主性及び自立性を尊重しなければならない。 

４ 市長等は，職員を指揮監督し，人材育成に努めなければならない。 

（職員の責務） 

第８条 職員は，市民全体の奉仕者として，公正かつ誠実に職務を行うとともに，そのための知

識と能力の向上に努めなければならない。 

２ 職員は，地域社会の一員としての役割を自覚し，職務を遂行するよう努めなければならない。 

 

第４章 市民主体のまちづくり 

第１節 市民活動，市民参加及び協働 

（市民活動） 

第９条 市民等は，自主的に社会のために行う非営利の活動（以下「市民活動」という。）に取り

組むことができる。 

２ 市は，市民活動の促進に当たり，市民等の相談機会の確保，人材育成等に努めなければなら

ない。 

（市民参加） 

第10条 市民等は，旭川市市民参加推進条例（平成14年旭川市条例第36号）で定めるところに

より，市政運営に関し意見を述べ，又は提案することにより市民参加をすることができる。 

２ 市は，市民等の意思を市政に反映させるため，市民参加の推進に努めなければならない。 

（協働） 

第11条 市民等及び市は，それぞれの果たすべき責任及び役割を自覚し，相互に補完し，協力し

合う協働の推進に努めるものとする。 

２ 市は，協働の推進に当たり，市民等の相談機会の確保，人材育成等に努めなければならない。 

第２節 情報公開及び情報提供並びに個人情報保護 

（情報公開及び情報提供） 

第12条 市民等は，まちづくりに参加するに当たり，旭川市情報公開条例（平成17年旭川市条例

第７号）で定めるところにより，市が保有する公文書の公開を請求し，又は必要な情報の提供

を受けることができる。 

２ 市は，公平，公正で透明な市政を推進するため，市が保有する公文書の公開を推進しなけれ

ばならない。 

３ 市は，市民等が必要とする情報を分かりやすく提供するよう努めなければならない。 

（個人情報保護） 

第13条 市民等は，旭川市個人情報保護条例（平成17年旭川市条例第８号）で定めるところによ

り，自己に係る市が保有する個人情報の開示を請求することができる。 

２ 市は，市民等の基本的人権を守るため，市が保有する個人情報を適正に取り扱わなければな

らない。 

 

第５章 地域主体のまちづくり 

（地域主体のまちづくり） 

第14条 市民等は，地域社会の一員として，主体的に町内会などの地域のまちづくりを行う団体

（以下この条において「地域活動団体」という。）の活動に参加するよう努めるものとする。 
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２ 地域活動団体は，地域における課題を共有し，その解決に向けて取り組むとともに，地域の

特性等をいかした多様なまちづくりに取り組むよう努めるものとする。 

３ 地域活動団体は，相互に連携を図り，協力して地域における課題の解決又は地域の特性等を

いかした活動を行うよう努めるものとする。 

４ 市は，地域における市民活動の促進を図るため，地域における課題の把握，相談機会の確保，

人材育成等に努めなければならない。 

 

第６章 健全な市政運営によるまちづくり 

（行政手続） 

第15条 市は，市政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため，旭川市行政手続条例（平

成11年旭川市条例第２号）で定めるところにより，処分，行政指導及び届出に関する手続を明

らかにしなければならない。 

（公正な職務の執行の確保） 

第16条 市は，法令の遵守の推進を図るとともに，市政における公正な職務の執行を確保するた

め，旭川市政における公正な職務の執行の確保等に関する条例（平成19年旭川市条例第42号）

で定めるところにより，必要な措置を講じなければならない。 

（計画的な市政運営） 

第17条 市は，総合的かつ計画的な市政運営に努め，最少の経費で最大の効果を挙げるようにし

なければならない。 

２ 市は，総合的かつ計画的な市政運営を図るための最上位の計画として，総合的な計画を策定

するとともに，進行管理を行い，その状況を公表しなければならない。 

３ 前項に規定する総合的な計画の策定に当たっては，その基本的事項について議会の議決を得

なければならない。 

４ 市は，市政運営に当たっては，計画的で健全な財政運営に努めなければならない。 

（行政改革等） 

第18条 市は，社会経済情勢及び市民等の行政に対する需要の変化に的確に対応し，効果的で効

率的な市政を推進するため，常に事務事業の見直しその他の行政改革に努めなければならない。 

２ 市は，行政組織の編成に当たっては，分かりやすく機能的で相互の連携が確保されたものと

なるよう努めなければならない。 

（危機管理） 

第19条 市は，市民等の安全と安心を確保するため，災害，事故その他の危機の発生時に適切に

対応できる体制の充実及び強化を図らなければならない。 

２ 市は，危機の発生時には，市民等，関係機関，国及び他の地方公共団体と連携を図り，協力

して速やかに状況を把握し，対策を講じなければならない。 

３ 市民等は，日頃から危機に対し備えるとともに，危機の発生時に自らの安全確保を図り，互

いに助け合うよう努めるものとする。 

 

第７章 広域連携によるまちづくり 

（他の機関との連携及び拠点性の発揮） 

第20条 市は，国及び北海道と連携を図り，協力してまちづくりの推進に努めるものとする。 

２ 市は，北北海道における拠点性を発揮するとともに，他の地方公共団体と連携を図り，協力

して広域的な課題の解決を図るよう努めるものとする。 

３ 市は，国内及び国外の都市等と連携し，友好的な交流の推進や共通する課題の解決を図るよ

う努めるものとする。 
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第８章 その他 

（評価検証） 

第21条 市は，この条例を踏まえたまちづくりの推進状況について評価検証し，その結果を公表

するものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成26年４月１日から施行する。 

（条例の見直し） 

２ 市は，社会情勢の変化等を踏まえ，この条例の施行後，５年以内にこの条例を点検し，適切

な措置を講じなければならない。 

 


